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■ 市会の動き 

 

４  月 
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等 

6 金   京都党市議団議員会 

9 月 
 

 公明党市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 

11  水 
 

 民進党市議団議員会 

京都党市議団議員会 

12 木   日本共産党市議団議員会 

17 火 

 

市会運営委員会 自民党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 

19 木   日本共産党市議団議員会 

23 月  市会運営委員会  

24 火 本会議 総務消防委員会 

文化環境委員会 

教育福祉委員会 

市会運営委員会理事会 

 

自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民進党市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 

25 水 
 

まちづくり委員会 

産業交通水道委員会 

 

26 木 

 

総務消防委員会 

市会運営委員会 

 

自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民進党市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 

27 金 本会議  自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民進党市議団議員会 

京都党市議団議員会 
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５  月 
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等 

8 火  文化環境委員会  

9 水  教育福祉委員会  

10 木 

 

市会運営委員会 自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

11 金 

 

 自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民進党市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 

14 月 

 

 日本共産党市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 

16 水  市会運営委員会  

17 木 本会議  自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

国民・みらい市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 

18 金 
 

市会運営委員会 

市会運営委員会理事会 

 

21 月 本会議  自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

国民・みらい市議団議員会 

京都党市議団議員会 

22 火 本会議  自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

国民・みらい市議団議員会 

京都党市議団議員会 

23 水  予算特別委員会  

24 木 

 

総務消防委員会 

文化環境委員会 

教育福祉委員会 

 

25 金 

 

まちづくり委員会 

産業交通水道委員会 

市会運営委員会理事会 

 

28 月 

 

 自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

国民・みらい市議団議員会 

京都党市議団議員会 

29 火 

 

 自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

国民・みらい市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 
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30 水 

 

総務消防委員会 

文化環境委員会 

教育福祉委員会 

まちづくり委員会 

産業交通水道委員会 

予算特別委員会 

市会運営委員会 

自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

国民・みらい市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 

 

 

31 木 本会議 市会運営委員会理事会 自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

国民・みらい市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 
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６  月 
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等 

4 月  総務消防委員会  

5 火  文化環境委員会  

6 水  教育福祉委員会 日本共産党市議団議員会 

7 木  まちづくり委員会（実地視察）  

8 金 
 

産業交通水道委員会（実地視察） 京都党市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 

14 木 

 

 日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

京都党市議団議員会 

19 火  文化環境委員会  

21 木  まちづくり委員会 日本共産党市議団議員会 

22 金  産業交通水道委員会  

25 月  総務消防委員会  

26 火   公明党市議団議員会 

27 水  教育福祉委員会  

28 木   日本共産党市議団議員会 

29 金   自民党市議団議員会 
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７  月 
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等 

9 月  総務消防委員会 日本共産党市議団議員会 

11 水  教育福祉委員会  

19 木  市会運営委員会理事会 日本共産党市議団議員会 

23 月  総務消防委員会  

24 火  文化環境委員会  

25 水  教育福祉委員会  

26 木 本会議 

 

まちづくり委員会 

市会運営委員会 

市会運営委員会理事会 

自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

国民・みらい市議団議員会 

日本維新の会・無所属市議団議員会 

27 金  産業交通水道委員会 日本共産党市議団議員会 
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■ 市会本会議 

 

 定例会（４月開会市会） 

会議の日時 4月24日（火）  開会 午前10時02分  散会 午前10時06分 

開会宣告，開議宣告 

会議録署名者の指名 

諸般の報告 

 

日程第1     会期の決定 

 

日程第2    （報第1号 市税条例の一部改正） 

         1 市長提案説明 

         2 常任委員会付託  

 

散会宣告 

 

 定例会（４月開会市会） 

会議の日時 4月27日（金）  開会 午前10時01分  散会 午前10時05分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

諸般の報告 

 

日程第1    （報第1号 市税条例の一部改正） 

         1 総務消防委員長報告（河合ようこ委員長） 

          ［原案承認］    

散会宣告 

 

 

 定例会（５月市会） 

会議の日時 5月17日（木）  開議 午前10時02分  延会 午前10時21分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

 

日程第1～30  （議第68号 30度京都市一般会計補正予算 ほか29件）                  
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延会宣告 

 

 

 定例会（５月市会） 

会議の日時 5月21日（月）  開議 午前10時02分  散会 午前10時26分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

 

日程第1     市会副議長の辞職：久保勝信副議長      ―除斥― 

         （挨拶）（謝辞） 

 

日程第2  市会副議長の選挙              ―投票― 

 （挨拶：湯浅光彦副議長） 

 

日程第3，4    （議第68号 30年度一般会計補正予算 ほか1件） 

          1 予算特別委員会設置，付託の動議  田中たかのり議員 

 

日程第5～32    （議第69号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正 ほか 

27件） 

1 常任委員会付託（別記1） 

 

日程第33     （議第98号 監査委員の選任：繁 夫）    ―除斥―      

1 表決          起立（自，公，国，京，維，無，無，無） 

 

日程第34     （議第99号 監査委員の選任：天方浩之）   ―除斥―              

               1  表決           起立（自，公，国，京，維，無，無，無） 

 

散会宣告 

 

 定例会（５月市会） 

会議の日時 5月22日（火）  開議 午前10時01分  散会 午後3時52分 
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開議宣告 

会議録署名者の指名 

諸般の報告 

 

一般質問   市政一般について  橋 村 芳 和 議員 

       市政一般について  椋 田 隆 知 議員 

       市政一般について  森 田   守 議員 

       市政一般について  河 合 ようこ 議員  

  市政一般について  やまね 智 史 議員 

       市政一般について    田 孝 雄 議員 

       市政一般について  青 野 仁 志 議員 

       市政一般について  隠 塚   功 議員    

 

散会宣告 

 

 定例会（５月市会） 

会議の日時 5月31日（木）  開議 午前10時01分  散会 午前11時46分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

諸般の報告 

 

日程第1     １（議第68号 30年度一般会計補正予算 ほか1件） 

1 予算特別委員長報告（下村あきら委員長） 

           ［原案可決］ 

      

日程第2     （議第69号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正  

ほか3件） 

          1 総務消防委員長報告（河合ようこ委員長） 

           ［原案可決］ 

          2 討論 

   議第69号     村山  祥栄  議員 

   議第69号         森川    央 議員 

          3 表決 

  議第69号     起立（自，公，国，維，無，無，無） 

  議第86号     起立（自，公，国，京，維，無，無，無） 

  残余の議案（2件） 簡易 

 

日程第3     （議第74号 個人市民税の控除対象となる特定非営利活動法人に対する 

寄附金を定める条例の一部改正 ほか2件） 

- 8 -



1 文化環境委員長報告（曽我修委員長） 

           ［原案可決］ 

          2 表決                

             議第94号     起立（自，公，国，京，維，無，無，無） 

             残余の議案（2件） 簡易 

 

日程第4      （議第76号 旅館業法の施行及び旅館業の適正な運営を確保するための 

措置に関する条例の一部改正 ほか3件） 

 

          1 教育福祉委員長報告（しまもと京司委員長） 

             原案可決 

             議第76号に１個の付帯決議を付す 

2  議第76号の修正案の提案説明   山本 陽子 議員 

3 討論 

  議第76号           鈴木マサホ 議員 

  議第76号の修正案及び原案   くらた共子 議員 

4 表決                

  議第76号 

ア 修正案                    起立（共） 

イ 原案                      起立（自，公，国，京，維， 

無，無，無） 

  議第87号                   起立（自，公，国，京，維， 

無，無，無） 

                残余の議案（2件）          簡易 

  付帯決議                    起立（共，国，京） 

 

 

日程第5     （議第70号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正  

ほか13件） 

          1 まちづくり委員長報告（山岸たかゆき委員長） 

           ［原案可決］ 

          2 表決 

  議第70号，80号，81号及び95号 起立（自，公，国，京，維， 

無，無，無） 

             残余の議案（10件）      簡易 

 

日程第6     （議第72号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正  

ほか2件） 

          1 産業交通水道委員長報告（田中明秀委員長） 

              ［原案可決］ 
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          2 表決                  

  議第97号                起立（自，公，国，京，維， 

無，無，無） 

  残余の議案（2件）            簡易 

 

日程第7～9    （諮第1号 人権擁護委員の推薦 ほか2件） 

 

日程第10，11     （市会議第1号 下水道施設の改築に係る国庫補助の継続に関する意見書 

ほか1件） 

 

日程第12        （市会議第3号 日本年金機構の情報セキュリティー対策の見直しを求める 

意見書） 

 

日程第13     （市会議第4号 旧優生保護法による不妊手術の被害者救済を求める意見 

書） 

 

日程第14       （市会議第5号 地域材の利用拡大推進を求める意見書） 

          1 討論                西村 善美 議員 

2 表決                起立（自，公，国，京，維，無，無，無） 

 

日程第15     （市会議第6号 地方財政の充実・強化を求める意見書） 

1 討論                樋口 英明 議員   

2 表決                起立（自，公，国，無，無，無） 

 

日程第16     （市会議第7号 環太平洋経済連携協定（TPP11）に関する意見書） 

          1 表決                  起立（共，国） 

 

日程第17     （市会議第8号 「働き方改革」一括法案から高度プロフェッショナル制度

の削除を求める意見書） 

1 討論                 平井 良人 議員 

2 表決            起立（共，国） 

 

日程第18    （市会議第9号 生活保護基準の引下げを中止し，2013年以前の基準に戻す 

ことを求める意見書） 

1 討論            玉本なるみ 議員 

2 表決            起立（共，国） 

 

日程第19，20  （市会議第10号 京都市子ども医療費支給制度の拡充に関する決議 ほか 

1件） 

1 討論 
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            市会議第10号及び11号  河合ようこ 議員 

            市会議第10号及び11号  宇佐美けんいち 議員 

         2 表決 

            市会議第11号      起立（共，京） 

  市会議第10号      簡易        

  

日程第21    （議員の派遣） 

 

散会宣告 

 

 定例会（７月特別市会） 

会議の日時 7月26日（木）  開議 午前10時02分  散会 午前10時10分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

大阪府北部を震源とする地震及び平成30年7月豪雨の被災者に対する見舞い，弔意表明     〔黙祷〕 

市長発言 

諸般の報告 

 

日程第1     請願の付託及び陳情の回付 

 

日程第2     （市会議第12号 大阪府北部を震源とする地震及び平成30年７月豪雨の災害 

対応の検証と災害体制の再構築を求める決議） 

 

散会宣告 

 

（注）1 表中，自＝自由民主党京都市会議員団，共＝日本共産党京都市会議員団，公＝公明党

京都市会議員団，国＝国民・みらい京都市会議員団，京＝地域政党京都党市会議員団，

維＝日本維新の会・無所属京都市会議員団，無＝無所属を表す。 

   2 議事日程に挙がっていて，特に表決の記載のないものは，全会一致により簡易表決さ

れたものである。 
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 (別記1） 

議 案 付 託 表 

 

 （平成 30 年５月 21 日付託）  

付 託 委 員 会 議             案 

総 務 消 防 委 員 会 議第６９号 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する 

条例の制定について 

議第７３号 京都市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

議第８６号 京都市消防団員等公務災害等補償条例の全部を改正する条例の制定 

について 

議第９３号 動産の取得について 

文 化 環 境 委 員 会 議第７４号 京都市個人市民税の控除対象となる特定非営利活動法人に対する寄 

附金を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

議第７５号 京都市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

議第９４号 通称を命名する権利の付与の対象とする施設について（京都市宝が 

池公園運動施設フットサルコート） 

教 育 福 祉 委 員 会 議第７６号 京都市旅館業法の施行及び旅館業の適正な運営を確保するための措 

置に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議第７７号 京都市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

議第７８号 京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員，設備及び運営の基 

準等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議第８７号 京都市立小学校条例の一部を改正する条例の制定について 

まちづくり委員会 議第７０号 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する 

条例の制定について 

議第７１号 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する 

条例の制定について 

議第８０号 京都市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の一 

部を改正する条例の制定について 

議第８１号 京都市空き家等の活用，適正管理等に関する条例の一部を改正する 

条例の制定について 

議第８２号 京都駅八条口旅客自動車待機場等条例の一部を改正する条例の制定 

について  

議第８３号 京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）都市計画事業太秦 

東部地区第一種市街地再開発事業施行規程を廃止する条例の制定に 

ついて 

議第８４号 京都市道路占用料条例の一部を改正する条例の制定について 

議第８５号 京都市里道管理条例の一部を改正する条例の制定について 

議第８８号 市道路線の認定について 

議第８９号 市道路線の廃止について 

議第９０号 向日市道路線の認定の承諾について 

議第９１号及び議第９２号 損害賠償の額の決定について（2件） 

議第９５号 京都市八条市営住宅団地再生事業実施契約の締結について 

産業交通水道委員会 議第７２号 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する 

条例の制定について 

議第９６号 京都市中央卸売市場第一市場整備工事（花屋町駐車場棟新築工事） 

請負契約の変更について 

議第９７号 京都市中央卸売市場第一市場整備工事（水産事務所棟等解体撤去工 

事）請負契約の変更について 
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自由民主党京都市会議員団 

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

5月22日 1 門川市長の姿勢 

2 子育て支援策 

3 防災対策 

4 伏見区南部の地域観光振興による観光客

の分散化対策 

橋村芳和議員 門川市長 

岡田副市長 

〃 1 明治150年事業 

2 市民生活と交通政策 

3 いのちと暮らしを守る京都の水道 

4 就学前教育 

5 国際文化観光都市京都市の公教育 

6  京都駅西部・東部・東南部エリアの活性化を 

モデルとした隣接自治体との相互発展 

椋田隆知議員 門川市長 

村上副市長 

鈴木都市計画局長 

在田教育長 

 

〃 1 府市協調による子ども医療費の拡充 

2 再生可能エネルギーの使用拡大 

3 紙ごみの削減 

4 今後の京都市の林業振興 

5 自衛官募集事務 

森田守議員 門川市長 

岡田副市長 

村上副市長 

 

日本共産党京都市会議員団 

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

5月22日 1 子どもの医療費無料化 

2 全員制の中学校給食 

3 福祉施設の運営支援 

4 市職員の働き方改革の改善 

5 介護保険制度の改善 

6 敬老乗車証の改善 

7 西京区のまちづくり 

河合ようこ議員 門川市長 

岡田副市長 

植村副市長 

髙城保健福祉局長 

鈴木都市計画局長 

山本公営企業管理者 

在田教育長 

〃 1 憲法9条，歴史認識，京都市の平和行政 

2 奨学金問題 

3 ブラックバイト対策 

4 民泊対策 

5 伏見区藤城地域での地域循環バスの実現 

やまね智史議員 門川市長 

岡田副市長 

村上副市長 

藤原総合企画局長 

上田産業観光局長 

鈴木都市計画局長 

 

■ 代表質問 
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公明党京都市会議員団 

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

5月22日 1 今後の子育て支援施策 

2 ヘルプカードの導入 

3 インバウンド施策 

4 コンテンツ産業の拡充 

 田孝雄議員 門川市長 

岡田副市長 

村上副市長 

 

〃 1 文化芸術振興策 

2 京都市美術館の持つ強みと個性を生かし

た情報発信 

3 糖尿病重症化予防 

4 共生社会創出に資する再犯防止推進計画

の策定 

青野仁志議員 門川市長 

村上副市長 

平竹文化芸術政策監 

 

国民・みらい京都市会議員団 

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

5月22日 1 クリエイティブ経済型都市の評価 

2 企業誘致支援戦略策の検討 

3 クリエイティブ経済型都市推進への取組 

4 外国人の方々が住みやすい環境づくり 

5 花山天文台の維持発展に向けた京都市の

役割 

6 中学生等への学習支援事業拡大に向けた

検討 

7 市所有地が対象となる土砂災害危険箇所

の解消 

隠塚功議員 門川市長 

村上副市長 

植村副市長 

吉田危機管理監 
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 市会運営委員会 

会議の日時 4月17日（火）  開会 午前10時02分  散会 午前10時04分 

会議の内容 1 平成30年京都市会定例会について 

  会期日程  

別記2のとおり決定する。 

2 4月開会市会の審議日程について 

  審議日程 

   別記3のとおり決定する。 

  24日の本会議 

   会期の決定を行う。午前10時に開会することに決定する。 

3 その他について 

23日の午前10時に市会運営委員会を開き，24日の本会議の進め方などを協議する。   

 市会運営委員会 

会議の日時 4月23日（月）  開会 午前10時01分  散会 午前10時02分 

会議の内容 1 24日の本会議について 

   会期の決定 

  ｱ 平成30年京都市会定例会  4月24日～3月22日（333日間） 

  ｲ 4月開会市会の審議期間  4月24日～4月27日（4日間） 

  議案の取扱い 

  議案1件を上程し，市長から提案説明を聴いた後，総務消防委員会に付託する

ことを決定する。 

2 その他について 

  テレビ及び写真撮影等    

市長公室広報担当及び市政記者等の本会議でのテレビ及び写真撮影等を，議 

長が許可する。 

  理事会の開会 

24日の正午に理事会を開き，付託議案の審査状況の確認と今後の審議日程 

について協議する。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 4月24日（火）  開会 午後0時10分  散会 午後0時11分 

会議の内容 1 委員会の審査状況について 

  総務消防委員長に出席を求め，付託議案の審査状況を確認した。 

2 今後の審議日程について 

  次のとおり決定する。 

 

■ 市会運営委員会及び理事会 

- 15 -



   26日 議員会 

      討論結了  

総務消防委員会（午後2時00分） 

      取りまとめ 

       市会運営委員会（午後4時00分） 

   27日 本会議 

 市会運営委員会 

会議の日時 4月26日（木）  開会 午後4時01分  散会 午後4時02分 

会議の内容 1 付託議案の取扱いについて  

報第1号（市税条例の一部改正）について，総務消防委員会で承認された。 

27日の本会議では，簡易表決する。 

2 その他について 

   27日の本会議は，午前10時に開会する。 

   本会議における市会説明員の議長からの出席要求は，通年議会の運用に係る

申合せに基づき，市長，副市長及び付議事件に関係する所管局長等の必要最小

限とする。 

 市会運営委員会 

会議の日時 5月10日（木）  開会 午前10時01分  散会 午前10時02分 

会議の内容 1 5月市会の審議日程について 

  審議日程 

   別記4のとおり決定する。 

   17日，21日，22日の本会議 

   17日は議案の説明聴取，21日は議案の処理，22日は代表質問を行う。いずれ 

も，午前10時に開会することに決定する。 

   代表質問時間割 

   別記5のとおり決定する。 

2 その他について 

16日の午前10時に市会運営委員会を開き，17日の本会議の進め方などを協議 

する。 

 市会運営委員会 

会議の日時 5月16日（水）  開会 午前10時01分  散会 午前10時03分 

会議の内容 1 議長からの報告事項について 

  5月15日付けで，会派の名称を民進党京都市会議員団から国民・みらい京都市

会議員団に変更する旨の届出があった。 

2 17日の本会議について 

   審議期間の決定   5月17日～5月31日（15日間） 

   議案の取扱い 
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  ｱ 市長提出議案（議第68号 30年度一般会計補正予算 ほか29件） 

     30件を一括上程し，市長，副市長から提案説明を聴いた後，延会するこ

とに決定する。 

3 その他について 

   18日の午前10時に市会運営委員会を開き，21日，22日の本会議の進め方など 

を協議することに決定する。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 5月18日（金）  開会 午前9時31分  散会 午前9時38分 

会議の内容 1 副議長からの発言の申出について 

  副議長から副議長職を辞職したいとの発言があり，全会派が同意した後，副議 

長から挨拶があった。 

2 副議長の後任について 

共産：北山ただお議員を推薦 

    公明：湯浅光彦議員を推薦 

    本会議で投票により選挙する。 

3 監査委員の推薦について 

    市長から議長の下に，津田大三委員，中野洋一委員の辞任に伴う後任候補

者の推薦依頼があったもの 

    自民，公明，国民：繁 夫議員，天方浩之議員を推薦 

    共産：西野さち子議員を推薦 

4 理事者からの発言について 

   人事案件2件（監査委員の選任（繁 夫議員，天方浩之議員）） 

   岡田副市長から21日の本会議に提出するとの申出があり，後刻開会する市会

運営委員会で取りまとめることとする。 

5 その他について 

  後刻予定されている市会運営委員会は，午前10時に開会することに決定する。 

 市会運営委員会 

会議の日時 5月18日（金）  開会 午前10時01分  散会 午前10時06分 

会議の内容 1 21日，22日の本会議の順序及び議案の取扱いについて 

   副議長の辞職 

    全会派：同意 

   先例に従い，本会議場で挨拶する。 

   副議長の選挙 

   本会議で投票により行う。 

   議案の取扱い 

  ｱ 議第68号 30年度一般会計補正予算 ほか1件 

    全議員67名を委員とする予算特別委員会を設置し，付託することに決定する。 
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  ｲ 議第69号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正 ほか27件 

    所管の常任委員会に付託することに決定する。 

  ｳ 追加議案（監査委員の選任 2件） 

    自民，公明，国民，維新：全て賛成 

    共産：全て反対 

    京都：留保 

   提案説明及び委員会付託を省略のうえ，起立表決する。 

   一般質問 

   時間割（別記6）のとおりとする。 

   なお，河合ようこ議員，やまね智史議員， 田孝雄議員から発言を補完する

ために物品を使用したい旨の申出書が提出されているとの報告がある。 

   また，市会説明員についても答弁に際して，発言を補完するために物品を使

用する場合がある旨の報告がある。 

2 その他について 

21日の本会議終了後に予算特別委員会を開会し，正副委員長の互選等を行う。  

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 5月25日（金）  開会 正午  散会 午後0時09分 

会議の内容 1 委員会の審査状況の報告と今後の審議日程について 

   委員会の審査状況 

   総務消防委員長，文化環境委員長，教育福祉委員長，まちづくり委員長，産

業交通水道委員長，予算特別委員長に出席を求め，付託議案の審査状況を確認

した。 

   今後の審議日程 

   次のとおり決定する。 

  28日，29日 議員会 

        30日 討論結了 

           総務消防委員会，文化環境委員会，教育福祉委員会 

（午後2時00分） 

まちづくり委員会，産業交通水道委員会（午後2時30分） 

           予算特別委員会（午後3時00分）     

          取りまとめ 

           市会運営委員会（午後5時30分） 

       31日  本会議   

2 理事者発言について 

  追加議案（人権擁護委員の推薦 3件） 

   各会派で検討し，30日の市会運営委員会で取りまとめることとする。 

   9月市会の審議日程 

   岡田副市長から，9月12日に議案を発送する旨の報告がある。（別記7） 
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   海外出張への参加要請 

   トルコのブルサ市で開催される第16回世界歴史都市会議に派遣する代表団へ

の議長と5名の議員の参加要請があり，各会派の所属数により比例配分するこ

とに決定する。 

3 7月特別市会について 

日程案（別記8）を各会派で検討し，31日の本会議終了後の理事会で取りまと 

めることとする。 

 市会運営委員会 

会議の日時 5月30日（水）  開会 午後6時05分  散会 午後6時16分 

会議の内容 1 第16回世界歴史都市会議の出席者について 

  議長から，市会日程に支障がない限り参加するとの報告がある。 

   その他，橋村芳和議員（自民）， 井あきら議員（自民），加藤あい議員（共

産）， 田孝雄議員（公明），山岸たかゆき議員（国民）がそれぞれ出席すると

の報告がある。 

2 31日の本会議について 

   付託議案の取扱い 

  ｱ 予算特別委員会（議第68号 30年度一般会計補正予算 ほか1件） 

    委員会は，原案可決と査定する。 

     全会派：賛成 

    簡易表決する。 

  ｲ 総務消防委員会（議第69号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の

一部改正 ほか3件） 

    委員会は，原案可決と査定する。 

     自民，公明，国民，維新：全て賛成 

共産：議第69号，86号は反対，その他の議案は賛成 

     京都：議第69号は反対，その他の議案は賛成 

    村山祥栄議員，森川央議員の討論の後，議第69号，86号は起立表決し， 

議第73号，93号は簡易表決とする。 

  ｳ 文化環境委員会（議第74号 個人市民税の控除対象となる特定非営利活動

法人に対する寄附金を定める条例の一部改正 ほか2件） 

    委員会は，原案可決と査定する。 

     共産：議第94号は反対，その他の議案は賛成   

    議第94号は起立表決し，議第74号，75号は簡易表決する。 

  ｴ 教育福祉委員会（議第76号 旅館業法の施行及び旅館業の適正な運営を確

保するための措置に関する条例の一部改正 ほか3件） 

    委員会は，原案可決と査定する。 

     共産：議第76号は修正案を提出し，否決された場合は原案に反対 

        議第87号は反対，その他の議案は賛成 
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    議第76号についての山本陽子議員の修正案の説明，鈴木マサホ議員，くら

た共子議員の討論の後，修正案について起立表決し，次に，原案について

起立表決する。次に，議第87号については起立表決した後，その他の議案

2件について簡易表決する。 

  ｵ まちづくり委員会（議第70号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正 

            ほか13件） 

    委員会は，原案可決と査定する。 

共産：議第70号，80号，81号，95号は反対，その他の議案は賛成 

    議第70号，80号，81号，95号は起立表決し，その他の議案10件は簡易表決 

する。 

ｶ 産業交通水道委員会（議第72号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例

の一部改正 ほか2件） 

    委員会は，原案可決と査定する。 

     共産：議第97号は反対，その他の議案は賛成 

    議第97号は起立表決し，議第72号，96号は簡易表決する。 

   追加議案の取扱い 

  ｱ 人権擁護委員の推薦 3件 

    自民，共産，公明，国民，京都，維新：全て賛成 

   簡易表決する。 

   意見書案，決議案の取扱い 

  ｱ 下水道施設の改築に係る国庫補助の継続に関する意見書（市会議員全員） 

  ｲ ヘルプマーク及びヘルプカードの更なる普及推進を求める意見書（市会議

員全員） 

   簡易表決する。 

  ｳ 日本年金機構の情報セキュリティー対策の見直しを求める意見書（自，

公，国，京，維，無，無，無） 

    共産：賛成 

   簡易表決する。 

  ｴ 旧優生保護法による不妊手術の被害者救済を求める意見書（自，公，国，

維，無，無，無） 

       共産，京都：賛成 

   簡易表決する。 

  ｵ 地域材の利用拡大推進を求める意見書（自，公，国，無，無，無）  

    共産：反対。西村善美議員が反対する討論を行う。 

    京都，維新：賛成 

   西村善美議員の討論の後，起立表決する。 

  ｶ 地方財政の充実・強化を求める意見書（自，公，国，無，無，無） 

    共産：反対。樋口英明議員が反対する討論を行う。 

    京都，維新：反対 

   樋口英明議員の討論の後，起立表決する。 
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  ｷ 環太平洋経済連携協定（TPP11）に関する意見書（共） 

    国民：賛成 

自民，公明，京都，維新：反対 

   起立表決する。 

  ｸ 「働き方改革」一括法案から高度プロフェッショナル制度の削除を求める

意見書（共） 

    自民，公明，京都，維新：反対 

    国民：賛成 

   平井良人議員の討論の後，起立表決する。 

  ｹ 生活保護基準の引下げを中止し，2013年以前の基準に戻すことを求める意

見書（共） 

国民：賛成 

自民，公明，京都，維新：反対 

   玉本なるみ議員の討論の後，起立表決する。 

  ｺ 京都市子ども医療費支給制度の拡充に関する決議（自，公，国，維，無，

無，無） 

  ｻ 子どもの医療費支給制度の拡充についての決議（共） 

    自民，公明，国民：ｻに反対 

    維新：ｻに反対。宇佐美けんいち議員が反対する討論を行う。 

    共産：ｺに賛成。河合ようこ議員が賛成する討論を行う。 

    京都：ｺ，ｻのいずれも賛成 

    2件を一括議題とし，河合ようこ議員，宇佐美けんいち議員の討論の後，

まず，共産党案について起立表決し，次に，4会派及び無所属3名共同案につ

いて簡易表決する。 

   議員の派遣 

   別記9のとおり，第16回世界歴史都市会議に議員を派遣する。 

   その他について 

   31日の本会議は午前10時に開会し，本会議終了後に理事会を開くことを決定

する。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 5月31日（木）  開会 午後0時15分   散会 午後0時17分 

会議の内容 1 7月特別市会及び9月市会の審議日程について 

  日程表（別記10，別記11）のとおり確認し，7月特別市会については7月19日に 

開会する市会運営委員会理事会で，9月市会については9月12日に開会する市会運 

営委員会で改めて決定する。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 7月19日（木） 開会 午前9時31分  散会 午前9時35分 
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会議の内容 

 

1 議長からの報告事項について 

   議長から海外出張（京都・パリ友情盟約締結60周年記念事業）の報告がある。 

2 7月特別市会の審議日程について 

   審議日程 

   別記12のとおり決定する。 

  26日の本会議 

   議長から請願及び陳情を委員会に付託又は回付する。 

   午前10時に開会することに決定する。 

3 その他について 

   26日の午前9時30分に市会運営委員会を開会し，26日の本会議の進め方などを

協議する。 

   26日の本会議における市会説明員の出席要求については，通年議会の運用に

係る申合せに基づき，市長，副市長及び付議事件に関する所管局長等の必要最

小限とする。 

 市会運営委員会 

会議の日時 7月26日（木）  開会 午前9時31分  散会 午前9時33分 

会議の内容 1 26日の本会議について 

   請願の付託及び陳情の回付 

   議長から所管の常任委員会に付託又は回付する。 

   決議案の取扱い 

  ｱ 大阪府北部を震源とする地震及び平成30年７月豪雨の災害対応の検証と災 

害体制の再構築を求める決議（市会議員全員） 

簡易表決する。 

   その他 

   26日の本会議は，午前10時に開会することに決定する。 

2 その他について 

   市会運営委員会の他都市調査 

   8月27日から29日に，函館市議会，仙台市議会，東京都議会において，各議

会の議会運営について調査することとする。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 7月26日（木）  開会 午前10時31分  散会 午前10時32分 

会議の内容 1 市会運営委員の辞任及び補欠選任について 

  議長において，山本ひろふみ議員の市会運営委員の辞任を許可し，後任の委員 

について，議長指名により中野洋一議員を補欠選任することを決定する。 
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（別記2） 

 

平成３０年京都市会定例会の会期（案） 

 

 

平成３０年４月２４日(火) ～ 平成３１年３月２２日（金）（３３３日間） 
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（別記3） 

月　日 曜日 備　考

7 　４・１７ 火 告示 市会運営委員会

6 　　・１８ 水

5 　　・１９ 木

4 　　・２０ 金

3 　　・２１ 土

2 　　・２２ 日

1 　　・２３ 月 市会運営委員会

1 　　・２４ 火 10:00 本会議　＜招集＞ 委員会

2 　　・２５ 水 　　　　　　 (議員会） 委員会

3 　　・２６ 木 　　　　　　 (議員会） 委員会(討論結了）－市会運営委員会

4 　　・２７ 金 10:00 本会議

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等

４　月　開　会　市　会　日　程　（案）

（３０．４．１７）
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（別記4） 

月　日 曜日 備　考

7 　５・１０ 木 ＜議案発送＞ 市会運営委員会

6 　　・１１ 金

5 　　・１２ 土

4 　　・１３ 日

3 　　・１４ 月

2 　　・１５ 火

1 　　・１６ 水 市会運営委員会

1 　　・１７ 木 10:00 本会議

2 　　・１８ 金 市会運営委員会

3 　　・１９ 土

4 　　・２０ 日

5 　　・２１ 月 10:00 本会議

6 　　・２２ 火 10:00 本会議（代表質問）

7 　　・２３ 水

8 　　・２４ 木 　　　　　委員会

9 　　・２５ 金

10 　　・２６ 土

11 　　・２７ 日

12 　　・２８ 月 　　　　　　 (議員会）

13 　　・２９ 火 　　　　　　 (議員会）

14 　　・３０ 水 委員会(討論結了）－市会運営委員会

15 　　・３１ 木 10:00 本会議　

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等

５　月　市　会　日　程　（案）

（３０．５．１０）
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（別記5） 

代 表 質 問 時 間 割 （案） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊ 基本時間４分＋２．５分×議員数  

    （答弁は質問時間の６割）   （２５０分） 

 
 

１０：００ 

１０：０４ 

 

自  民：８６分  質問 ５４分 

答弁 ３２分 

１１：３０                       

 

１１：５０ 

 

（休憩７０分）           共  産：７８分  質問 ４９分 

                           答弁 ２９分 

１３：００ 

１３：０３ 

             

１４：０１                       

                 公  明：５１分  質問 ３２分 

                           答弁 １９分 

 １４：５２ 

 

（休憩２０分） 

 

１５：１２                       

                  民  進：３５分  質問 ２２分 

答弁 １３分 

 

１５：４７ 
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（別記6） 

一 般 質 問 時 間 割 
 
［５月２２日（火）］ 

 
 １０時００分       開        議 
 １０時０４分        

             （橋 村 芳 和 議員） 質問時間  １８分 
答弁時間  １１分 

１０時３３分  
             （椋 田 隆 知 議員） 質問時間  １８分 

答弁時間  １１分 
１１時０２分  

             （森 田   守 議員） 質問時間  １８分 
答弁時間  １１分 

  １１時３１分 
             （河 合 ようこ 議員） 質問時間  ２５分 

答弁時間  １５分 
  １１時４９分 

（休憩７１分） 
１３時００分       再        開 
１３時０３分 
            
１３時２５分 

（やまね 智 史 議員） 質問時間  ２４分 
答弁時間  １４分 

  １４時０３分 
             （  田 孝 雄 議員） 質問時間  １６分 
                          答弁時間  １０分 
  １４時２９分 
             （青 野 仁 志 議員） 質問時間  １６分 
                          答弁時間  １０分 
  １４時５５分 
   （休憩２０分） 
  １５時１５分       再        開 
             （隠 塚   功 議員） 質問時間  ２２分 
                          答弁時間  １３分 
  １５時５０分 
              
             

※ 開議，再開の１分前にベルを入れる。  
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（別記7） 

月　日 曜日 備　　考

7 　９・ １２ 水 ＜議案発送＞ 市会運営委員会

6 　　・ １３ 木

5 　　・ １４ 金

4 　　・ １５ 土

3 　　・ １６ 日

2 　　・ １７ 月祝

1 　　・ １８ 火 市会運営委員会

1 　　・ １９ 水 10:00 本会議　 　　　　

2 　　・ ２０ 木 委員会

3 　　・ ２１ 金 (議員会）

4 　　・ ２２ 土

5 　　・ ２３ 日

6 　　・ ２４ 月祝

7 　　・ ２５ 火 委員会(討論結了）－市会運営委員会

8 　　・ ２６ 水 10:00 本会議

9 　　・ ２７ 木 10:00 本会議（代表質問）

10 　　・ ２８ 金 10:00 本会議（代表質問）

11 　　・ ２９ 土

12 　　・ ３０ 日

13 １０・　１ 月

14 　　・  ２ 火

15 　　・  ３ 水

16 　　・  ４ 木

17 　　・  ５ 金

18 　　・  ６ 土

19 　　・  ７ 日

20 　　・  ８ 月祝

21 　　・  ９ 火 　　　　　　

22 　　・ １０ 水 　　　　委員会

23 　　・ １１ 木 　　　　　　

24 　　・ １２ 金

25 　　・ １３ 土 　　　　　　　　

26 　　・ １４ 日

27 　　・ １５ 月 自治記念日

28 　　・ １６ 火 　　　（決算特別委員会（総括質疑①））

29 　　・ １７ 水 　　　（決算特別委員会（総括質疑②））

30 　　・ １８ 木

31 　　・ １９ 金

32 　　・ ２０ 土

33 　　・ ２１ 日

34 　　・ ２２ 月 (議員会）

35 　　・ ２３ 火 (議員会）

36 　　・ ２４ 水 委員会(討論結了）－市会運営委員会

37 　　・ ２５ 木 10:00 本会議　

９　月　市　会　　日　程　（案）
（３０．５．２５）

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等
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（別記8） 

月　日 曜日 備　考

8 　７・ １８ 水 請願等提出期限

7 　　・ １９ 木 理事会

6 　　・ ２０ 金

5 　　・ ２１ 土

4 　　・ ２２ 日

3 　　・ ２３ 月

2 　　・ ２４ 火

1 　　・ ２５ 水

1 　　・ ２６ 木 10:00 本会議 市会運営委員会

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等

７　月　特　別　市　会　　日　程　（案）

（３０．５．２５）
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（別記9） 

 

議員の派遣 

 

 

地方自治法第１００条第１３項及び京都市会会議規則第１２７条の規定により，下記のと

おり議員を派遣する。 

 

 

記 

 

 

１ 派遣目的  第１６回世界歴史都市会議及び世界歴史都市連盟総会出席 

 

２ 派遣場所  トルコ共和国ブルサ市  

 

３ 派遣期間  平成３０年９月５日から９月１１日まで 

 

４ 派遣議員  橋村 芳和， 井あきら，加藤 あい， 田 孝雄，山岸たかゆき 
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（別記10） 

月　日 曜日 備　考

8 　７・ １８ 水 請願等提出期限

7 　　・ １９ 木 理事会

6 　　・ ２０ 金

5 　　・ ２１ 土

4 　　・ ２２ 日

3 　　・ ２３ 月

2 　　・ ２４ 火

1 　　・ ２５ 水

1 　　・ ２６ 木 10:00 本会議 市会運営委員会

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等

７　月　特　別　市　会　　日　程　（案）

（３０．５．３１）
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（別記11） 

月　日 曜日 備　　考

7 　９・ １２ 水 ＜議案発送＞ 市会運営委員会

6 　　・ １３ 木

5 　　・ １４ 金

4 　　・ １５ 土

3 　　・ １６ 日

2 　　・ １７ 月祝

1 　　・ １８ 火 市会運営委員会

1 　　・ １９ 水 10:00 本会議　 　　　　

2 　　・ ２０ 木 委員会

3 　　・ ２１ 金 (議員会）

4 　　・ ２２ 土

5 　　・ ２３ 日

6 　　・ ２４ 月祝

7 　　・ ２５ 火 委員会(討論結了）－市会運営委員会

8 　　・ ２６ 水 10:00 本会議

9 　　・ ２７ 木 10:00 本会議（代表質問）

10 　　・ ２８ 金 10:00 本会議（代表質問）

11 　　・ ２９ 土

12 　　・ ３０ 日

13 １０・　１ 月

14 　　・  ２ 火

15 　　・  ３ 水

16 　　・  ４ 木

17 　　・  ５ 金

18 　　・  ６ 土

19 　　・  ７ 日

20 　　・  ８ 月祝

21 　　・  ９ 火 　　　　　　

22 　　・ １０ 水 　　　　委員会

23 　　・ １１ 木 　　　　　　

24 　　・ １２ 金

25 　　・ １３ 土 　　　　　　　　

26 　　・ １４ 日

27 　　・ １５ 月 自治記念日

28 　　・ １６ 火 　　　（決算特別委員会（総括質疑①））

29 　　・ １７ 水 　　　（決算特別委員会（総括質疑②））

30 　　・ １８ 木

31 　　・ １９ 金

32 　　・ ２０ 土

33 　　・ ２１ 日

34 　　・ ２２ 月 (議員会）

35 　　・ ２３ 火 (議員会）

36 　　・ ２４ 水 委員会(討論結了）－市会運営委員会

37 　　・ ２５ 木 10:00 本会議　

９　月　市　会　　日　程　（案）
（３０．５．３１）

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等
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（別記12） 

月　日 曜日 備　考

8 　７・ １８ 水 請願等提出期限

7 　　・ １９ 木 理事会

6 　　・ ２０ 金

5 　　・ ２１ 土

4 　　・ ２２ 日

3 　　・ ２３ 月

2 　　・ ２４ 火

1 　　・ ２５ 水

1 　　・ ２６ 木 10:00 本会議 市会運営委員会

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等

７　月　特　別　市　会　　日　程　（案）

（３０．７．１９）
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 総務消防委員会 

会議の日時 4月24日（火）  開会 午前10時18分  散会 午後5時15分 

会議の内容 1 理事者紹介と事務事業概要の説明（各局別） 

2 付託議案審査 

・報第1号 京都市市税条例の一部改正 

3 報告事項 

 ・京都府知事選挙及び京都府議会議員伏見区選挙区補欠選挙における「お知ら

せはがき」の投票時間の誤記載について 

・平成30年度固定資産税・都市計画税（土地・家屋）に係る納税通知書の発送

日の遅れについて 

 ・京都市土地開発公社の解散に向けた取組の進捗状況について 

4 一般質問 

 ・京都市水害ハザードマップの配布について 

 ・SDGsに係る平成30年度組織改正について 

 ・職員の営利企業等の従事制限について 

 ・本庁舎建替工事に係る備品等物品の調達方法について 

 ・我が家の防災行動シールの配布について 

 総務消防委員会 

会議の日時 4月26日（木）  開会 午後2時01分  散会 午後2時03分 

会議の内容 1 付託議案審査 1件（討論結了） 

   会派の検討結果 

   全会派：全て賛成 

   審査結果 

   表決の結果，報第1号は全会一致により承認することに決定する。 

 総務消防委員会 

会議の日時 5月24日（木）  開会 午前10時03分  散会 午後4時30分 

会議の内容 1 付託議案審査 4件 

 ・議第69号 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正 

・議第73号 京都市市税条例等の一部改正 

・議第86号 京都市消防団員等公務災害等補償条例の全部改正 

・議第93号 動産の取得 

2 報告事項 

 ・「ヘイトスピーチ解消法を踏まえた京都市の公の施設等の使用手続に関するガ

イドライン」の策定について 

 ・イオンモール京都五条に設置した期日前投票所における投票行動結果について 

■ 常任委員会 
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3 一般質問 

 ・原発再稼働について 

 ・企業会計的手法を取り入れた財務書類の公表について 

 ・マスコットキャラクターについて 

 ・双京構想のPVと文化庁移転の漫画について 

 ・タウンページに添付されている防災に関わる冊子について 

 ・選挙投票を促す宣伝カーについて 

4 要求資料 

 ・イオンモール京都五条での期日前投票所の体制及び経費について 

 総務消防委員会 

会議の日時 5月30日（水）  開会 午後2時01分  散会 午後2時05分 

会議の内容 1 付託議案審査 4件（討論結了） 

  会派等の検討結果 

自民，公明，国民，維新：全て賛成 

共産：議第69号，86号は反対，その他の議案は賛成 

京都：議第69号は反対，その他の議案は賛成 

  審査結果 

表決の結果，議第69号，86号は挙手多数，その他の議案2件は全会一致によ

り全て可決することに決定する。 

 総務消防委員会 

会議の日時 6月4日（月）  開会 午前10時03分  散会 午後0時10分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・「消防検査済表示制度」の運用開始について 

2 一般質問 

 ・職員のコンプライアンス事案発生時の対応と人材育成について 

 ・大学生の奨学金問題について 

 ・平成29年度政策評価委員会からの意見への対応について 

 ・岡崎地域の活性化について 

3 要求資料 

 ・消防検査済ラベル交付申請書 

 ・共同住宅の一部で宿泊施設を営業する場合に義務となる消防用設備等について 

 総務消防委員会 

会議の日時 6月25日（月）  開会 午前10時02分  散会 午後3時05分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・大阪府北部を震源とする地震（平成30年6月18日午前7時58分発生）による被

害状況等について 

2 一般質問 
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 ・公契約条例の現状について 

 ・大阪府北部地震の震災による京都市所管施設の状況について 

 ・東京事務所移転に関する今後のシティセールスについて 

・弾道ミサイル落下時における行動についてのお知らせについて 

・文化庁の移転先に関する庁舎整備について 

・監査委員，監査制度の在り方について 

・大阪府北部地震における消防局所管施設である消防団詰所等の被害状況につ

いて 

・大阪府北部地震における町内集会場所の体制について 

 ・ドローンの活用に向けた進捗と今後の取組の見通し 

3 要求資料 

 ・地震当日（平成30年6月18日）の各局区等別の職員の出勤状況について 

 総務消防委員会 

会議の日時 7月9日（月）  開会 午前10時02分  散会 午後2時30分 

会議の内容 1 報告事項 

・大雨警報（7月5日午前1時49分発表）等に伴う被害状況等について（速報） 

 ・職員の懲戒処分について 

2 一般質問 

 ・大阪府北部地震への対応について 

3 要求資料 

 ・7月5日に休校措置，授業短縮となった市立学校の一覧について 

 ・各指定緊急避難場所における職員の配置状況について（平成30年7月豪雨） 

 ・本市における災害用備蓄物資の備蓄状況について 

 ・平成30年7月5日（木），6日（金），7日（土）の市長，副市長日程について 

 総務消防委員会 

会議の日時 7月23日（月）  開会 午前10時02分  散会 午後1時14分 

会議の内容 1 一般質問 

 ・豪雨災害について 

 ・災害時の行方不明者の氏名の公表について 

 ・防災体制の強化について 

 ・災害用の備蓄物資の配備状況について 

 ・小栗栖地域での土砂災害について 

 ・職員のコンプライアンスについて 

 ・働き方改革について 

 ・大阪府北部地震，平成30年7月豪雨対策について 

 ・公共施設におけるヘイトスピーチ対策について 

 ・大学政策について 

 ・消防団の詰所，器具庫の耐震化について 
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2 要求資料 

 ・土砂災害警戒区域（特別警戒区域を含む）を有する町における世帯数及び人

口（避難対象学区ごと） 

 

 文化環境委員会 

会議の日時 4月24日（火）  開会 午前10時19分  散会 午後1時23分 

会議の内容 1 理事者紹介と事務事業概要の説明（各局別） 

2 陳情審査 

 ・陳情第123号 京都における明治・大正期の新聞データベースの構築 

 ・陳情第124号 二条城入城料金及び案内接客等の改善 

3 報告事項 

 ・地域コミュニティの活性化に向けた取組の強化について 

4 一般質問 

 ・北部山間地域，過疎地域について  

・自衛官募集事務について 

5 要求資料 

 ・過疎対策（過疎地域の指定要件等）について 

 文化環境委員会 

会議の日時 5月8日（火）  開会 午前10時01分  散会 午後2時37分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・京都市美術館再整備事業の進捗状況について 

2 一般質問 

 ・特殊詐欺被害対策について 

 ・性的マイノリティの方々への支援について  

 ・路上喫煙禁止条例と加熱式たばこについて 

 ・施設利用に係る利用者負担の在り方について 

 ・部落差別解消推進法施行後の本市の対応と検討状況について 

・国のエネルギー基本計画の骨子案について 

 ・第4回梅小路公園フェス！Do You KYOTO?について 

 ・コンビニエンスストアにおける食品ロス対策について 

 ・魚アラリサイクルセンターの廃止について  

3 要求資料 

・世界水準と比較した美術館の再整備事業 

 文化環境委員会 

会議の日時 5月24日（木）  開会 午前10時03分  散会 午後4時33分 

会議の内容 1 付託議案審査 3件 

 ・議第74号 京都市個人市民税の控除対象となる特定非営利活動法人に対する寄
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附金を定める条例の一部改正 

 ・議第75号 京都市都市公園条例の一部改正 

 ・議第94号 通称を命名する権利の付与の対象とする施設（京都市宝が池公園運

動施設フットサルコート） 

2 陳情審査 

 ・陳情第126号 二条城駐車場の緑化推進 

 ・陳情129，130号 美術館代替施設の利用改善 

3 報告事項 

 ・平成29年度のごみ量と今後のごみ減量及び分別・リサイクルの取組について 

4 一般質問 

 ・右京区嵯峨天龍寺立石町の竹林への老人ホーム建設における埋蔵文化財調査に

ついて 

 ・アート市場活性化に向けた国による拠点美術館指定について 

 ・区役所での獣害対策に係る受付体制について 

 ・ごみ収集の民間委託に向けた今後の取組について 

5 要求資料 

 ・宝が池公園運動施設フットサルコートのネーミングライツの公募に係る競争性

及び公平性の確保について 

 ・ごみ減量に関する数値目標について 

 文化環境委員会 

会議の日時 5月30日（水）  開会 午後2時03分  散会 午後2時06分 

会議の内容 1 付託議案審査 3件（討論結了） 

   会派等の検討結果 

   自民，公明，国民，維新，無，無：全て賛成 

   共産：議第94号は反対，その他の議案は賛成 

   審査結果 

   表決の結果，議第94号は挙手多数により，その他の議案2件は全会一致によ 

  り全て可決することに決定する。 

文化環境委員会 

会議の日時 6月5日（火）  開会 午前10時01分  散会 午後0時06分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・「IPCC第49回総会」の京都市開催に向けた取組について 

2 一般質問 

 ・南部クリーンセンターにおける都市油田発掘プロジェクトについて 

 ・すまいの創エネ・省エネ応援事業補助金について 

 ・横大路運動公園の再整備防災機能強化について 

 ・インバウンドの増加に伴うごみ排出の本市への影響について 

 ・二条城の整備と利用について 
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 ・改正文化財保護法について 

3 要求資料 

 ・「都市油田」発掘プロジェクトについて 

 ・平成30年度京都市すまいの創エネ・省エネ応援事業助成金の申請件数について 

 文化環境委員会 

会議の日時 6月19日（火）  開会 午前10時01分  散会 午後4時28分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・転入者と地域住民との交流を促進するための連絡調整に関する制度の改正に係

る市民意見の募集について 

 ・私有地に係る客引き行為等禁止区域の指定（告示）について 

 ・京都マラソン2018大会の総括及び2019大会の概要について 

2 一般質問 

 ・大阪府北部地震に関する環境政策局，文化市民局の対応状況について 

 ・大阪府北部地震に関する被害状況とその後の対応について 

 ・ヘイトスピーチ解消法に基づく本市のガイドラインについて 

 ・JR桂川駅の東側エレベーターの防犯対策について 

 文化環境委員会 

会議の日時 7月24日（火）  開会 午前10時01分  散会 午後2時55分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・南部クリーンセンター第二工場（仮称）建替え整備工事の進捗状況及び東北部

クリーンセンターの大規模改修工事について 

 ・私有地に係る客引き行為等禁止区域の指定に係る追加報告について 

 ・京都市宝が池公園運動施設フットサルコートに係るネーミングライツ募集の審

査結果について 

2 一般質問 

 ・大岩山のメガソーラーの設置と環境保全について 

 ・異常熱波におけるエネルギー対策について 

 ・大阪府北部地震，平成30年7月豪雨の災害対策について 

 ・自治体と電力会社との連携について 

 ・桂川緑地久我橋東詰公園の現状と復旧の方向性について 

 ・京都市美術館の再整備における搬出入用のエレベーターについて 

 ・区役所における総合窓口について 

 ・久我橋グラウンドの改修について 

 ・集会所の地震被害に対する対応について 

 ・避難所設置に対する市民要望について 

3 要求資料 

 ・美術館の再整備前後の貸館展用エレベーターの立体図面等について 
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 教育福祉委員会 

会議の日時 4月24日（火）  開会 午前10時18分   散会 午後3時05分 

会議の内容 1 理事者紹介と事務事業概要の説明（各局別） 

2 陳情審査 

・陳情第125号 路地裏，連棟家屋の家主不在型民泊計画の反対等（上京区一番町） 

3 一般質問 

 ・教員の資質，指導力向上について 

 ・いじめ相談について  

 ・寄贈図書の取扱いと増える本対策について 

 ・本市の介護保険料，支え合い型の支援サービスについて 

 ・骨髄移植等の小児へのワクチン再接種に係る費用について 

 ・簡易宿所に対する監視指導の加速化の現状について 

 ・児童館の未設置学区の対応について 

 ・保育所の越境入所の取組について 

 ・入学児童の情報共有の推進に係る今後の取組について 

4 要求資料 

 ・児童館未設置学区の実態把握の結果について 

 教育福祉委員会 

会議の日時 5月9日（水）  開会 午前10時01分   散会 午後2時24分 

会議の内容 1 一般質問 

・旅館業の営業に関わる説明会の開催について 

・生活困窮者の支援について 

 ・連棟等における簡易宿所計画について 

 ・重度障害者に係る介護保険料の限度額を超えた給付について 

 ・保育料の寡婦控除のみなし適用について 

 ・地域共生社会実現サポート事業補助金について 

 ・旧優生保護法における障害者への強制不妊手術について 

 ・保育料の上乗せ徴収，実費徴収について 

 ・引きこもり支援の取組について 

 ・LGBT等の教育に関する研修予定と今後の取組について 

 ・小学校の教室不足の解消について 

2 要求資料 

 ・旅館業許可申請手続のフロー図について 

 ・ひきこもり支援に関する情報（ひきこもりに関する相談窓口の場所，相談件

数，相談された方の結果内訳，地域あんしん支援員の数）について 

 ・特別教室等を普通教室へ転用した数について（平成29年度） 

 ・LGBTに関する研修の実施状況について（平成27年度以降） 
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 教育福祉委員会 

会議の日時 5月24日（木）  開会 午前10時01分   散会 午後6時37分 

会議の内容 1 付託議案審査 4件 

 ・議第76号 京都市旅館業法の施行及び旅館業の適正な運営を確保するための

措置に関する条例の一部改正 

 ・議第77号 京都市介護保険条例の一部改正 

 ・議第78号  京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員，設備及び運営の

基準等に関する条例の一部改正 

 ・議第87号 京都市立小学校条例の一部改正 

2 陳情審査 

 ・陳情第127号 生活保護受給に係る表記等の慎重な取扱い 

 ・陳情第128号 生活保護基準額の引下げに係る影響緩和への取組 

 ・陳情第131号 児童福祉センター等３施設一体化整備の再検討 

 ・陳情第132号 京都こども文化会館の存続と機能充実 

3 報告事項 

 ・骨髄移植手術等により免疫を喪失した子どもへのワクチン再接種費用助成制

度（案）について 

 ・小規模保育A型事業所における個人情報の紛失事案について 

・保育所等及び学童クラブ事業における利用児童等の状況について 

4 一般質問 

 ・住宅宿泊事業法に基づく届出の手続について 

 ・中学校における部活動時間の制限について 

5 要求資料 

・平成25年度以降の生活保護受給に係る審査請求の数について 

・行政区別の定員割れした保育所等施設数について 

・新たに小学校の余裕教室等を活用した6施設の登録児童数について 

・各学童クラブの児童の平均出席率の一覧について 

・面積基準について経過措置を適用している児童館等について 

・児童館等職員の平均年収と本市の支援策について 

・各行政区の5歳児の保育利用人数と学童クラブ登録児童数の一覧について 

 教育福祉委員会 

会議の日時 5月30日（水）  開会 午後2時01分   散会 午後2時07分 

会議の内容 1 付託議案審査 4件（討論結了） 

   会派等の検討結果 

   自民，公明，京都，維新：議第76号の修正案は反対，その他の議案は賛成 

   共産：議第76号は修正案提出，議第87号は反対，その他の議案は賛成 

  国民：議第76号は共産党修正案に反対し，その他の議案は賛成。議第76号に

1個の付帯決議を付す。 
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  審査結果 

  ｱ 表決の結果，議第76号について修正案は挙手少数により否決，原案及び議第

87号は挙手多数，その他の議案は全会一致により全て可決することに決定す

る。 

  ｲ 付帯決議の取りまとめは，正副議長と各会派の代表に一任することに決定す

る。 

 教育福祉委員会 

会議の日時 6月6日（水）  開会 午前10時01分   散会 午後4時10分 

会議の内容 1 陳情審査 

 ・陳情第133号 簡易宿所（民泊）の許可見直し等（中京区西ノ京南両町） 

 ・陳情第134号 東京都の受動喫煙防止条例案と同趣旨の条例の制定 

2 報告事項 

 ・市立小学校非常勤講師の逮捕について 

 ・市立小学校教頭の逮捕について 

3 一般質問 

 ・喫煙防止教育について 

 ・英語教育改革実施計画の準備状況について 

 ・国際博物館会議（ICOM）について 

 ・生活困窮者自立支援法の改正について 

 ・民泊施設のスクリーニング調査について 

 ・小規模保育A型事業所における個人情報紛失事案について 

 ・京都市立病院院内保育事業所における事業者募集及び保育業務委託について 

 ・就学前施設と小学校の連携，情報共有の推進に向けた検討チーム会議について 

4 要求資料 

 ・京都市立学校における防煙セミナー（喫煙防止教育）の実施状況について 

 ・国際博物館会議（ＩＣＯＭ）京都大会開催に向けた今後の取組予定について 

 ・市内飲食店における禁煙・喫煙・分煙の状況調査及び結果について 

 教育福祉委員会 

会議の日時 6月27日（水）  開会 午前10時01分   散会 午後5時15分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・大阪府北部を震源とする地震による市立学校園の被害状況等について 

 ・子ども・若者に係る総合的な計画策定に向けた調査及び障害のある児童に係

る実態把握の実施について 

2 一般質問 

 ・フードバンクの取組について 

 ・大阪府北部地震における子ども若者はぐくみ局としての対応について 

 ・NPO法人のエンゼルネットにおける個人情報の流出事案の進捗状況について 

 ・大阪府北部地震に係る緊急要請書について 
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・保健福祉局所管の公設施設におけるブロック塀対策について 

 ・被災者住宅再建等支援制度について 

 ・民泊，簡易宿所の耐震性について 

 ・UR今出川公団の土地貸借契約について 

 ・老人福祉センター等における熱中症予防について 

 ・違法民泊に対する京都府警との合同対策について 

 ・災害時における一人暮らし高齢者に対する支援について 

 ・難病医療費助成について 

3 要求資料 

 ・大阪府北部地震による学校敷地内のブロック塀の被害に対する緊急措置の実

施校と対応状況について 

 ・学校施設等のブロック塀等の専門家による詳細調査結果の概要について 

・京都市立学校 学校防災マニュアル作成指針 

・民間児童福祉施設等におけるブロック塀の調査結果（平成30年7月3日回答時点） 

 教育福祉委員会 

会議の日時 7月11日（水）  開会 午前10時01分   散会 午後3時58分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・市立学校園及び通学路におけるブロック塀の調査状況等の概要について 

 ・大阪府北部地震（平成30年6月18日発生）等により被災した市民への支援につ

いて～京都市被災者住宅再建等支援制度の適用について～ 

2 一般質問 

 ・教育施設の補修整備について 

 ・小学生のランドセルの重さについて 

 ・京都市立学校 学校防災マニュアルの実施状況について 

 ・民間社会福祉施設における補修が必要なブロック塀の調査結果について 

 ・大雨による市内福祉施設の被害状況と避難体制について 

 ・歩行困難者の避難について 

 ・生活保護における家具什器費の見直しについて 

 ・生活保護法の改正について 

 ・民泊施設における申請書類の簡素化について 

 ・民間児童福祉施設等における補修が必要なブロック塀の調査結果について 

 ・公立保育園から民間移管した保育園におけるブロック塀の対応について 

 ・夏のプールの開設の在り方について 

 ・保育所，保育園，学童保育における地震・豪雨災害の対応について 

 教育福祉委員会 

会議の日時 7月25日（水）  開会 午前10時01分   散会 午後3時18分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・子ども・若者に係る総合的な計画策定に向けた市民ニーズ調査・意識調査に
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ついて 

 ・小規模保育Ａ型事業所等における個人情報の紛失事案について 

2 一般質問 

 ・保育園のブロック塀問題について 

 ・保育園，学童クラブにおける暑さ対策について 

 ・新任生活保護ケースワーカーの福祉職採用及び研修の在り方について 

 ・被災者住宅再建等支援制度について 

 ・生活保護世帯及び生活困窮者へのクーラー設置と利用支援について 

 ・マザーハウスひまわりの問題について 

 ・小学校の英語教育について 

 ・熱中症予防について 

3 要求資料 

 ・福祉職の職員数，生保CW配置数及び各年度退職者数 

 ・新任生活保護ケースワーカーに対する研修内容  

・平成30年7月豪雨に伴う学校施設の雨漏り状況の概要について（平成30年8月1

日時点） 

4 特記事項 

  子ども若者はぐくみ局に対する小規模保育A型事業所等における個人情報の紛

失事案についての報告聴取の際，文化市民局の理事者にも出席を求め，質疑を

行った。 

 

 まちづくり委員会 

会議の日時 4月25日（水）  開会 午前10時02分  散会 午前11時30分 

会議の内容 1 理事者紹介と事務事業概要の説明（各局別） 

2 請願審査 

 ・請願第47号 歴史的建造物周辺の通り（参道等）の選定の取消し 

 ・請願第54号 眺望景観創生条例改正案の見直し 

 ・請願第55号 眺望景観創生条例改正案の見直し 

3 一般質問 

 ・鴨川東岸線の都市計画の変更について 

 ・みどり管理事務所の体制について 

4 要求資料 

 ・鴨川東岸線第3工区の平成28，29年度の予算執行状況と平成30年度予定 

 ・鴨川東岸線第3工区の現況と計画変更予定の断面図 

 まちづくり委員会 

会議の日時 5月25日（金）  開会 午前10時02分  散会 午後5時00分 

会議の内容 1 付帯議案審査 14件 

 ・議第70号 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正 
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・議第71号 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正 

・議第80号 京都市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の

一部改正 

・議第81号 京都市空き家等の活用，適正管理等に関する条例の一部改正 

・議第82号 京都駅八条口旅客自動車待機場等条例の一部改正 

 ・議第83号 京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）都市計画事業太

秦東部地区第一種市街地再開発事業施行規程の廃止 

 ・議第84号 京都市道路占用料条例の一部改正 

 ・議第85号 京都市里道管理条例の一部改正 

 ・議第88号 市道路線の認定 

 ・議第89号 市道路線の廃止 

 ・議第90号 向日市道路線の認定の承諾 

 ・議第91号及び92号 損害賠償の額の決定 

 ・議第95号 京都市八条市営住宅団地再生事業実施契約の締結 

2 一般質問 

 ・大宮交通公園の都市計画変更に伴う整備について 

 ・北陸新幹線のルート選定に係る公園でのボーリング調査の経過について 

 ・新十条通のトンネル移管について 

 ・鴨川東岸線について 

 ・右京区嵯峨天龍寺立石町の老人ホーム建設の問題と竹林の散策路について 

 ・屋外広告物条例について 

3 要求資料 

 ・京都高速道路料金所新設における阪神高速道路による工事説明に関する資料 

 ・鴨川東岸線第3工区縦断面図 

 まちづくり委員会 

会議の日時 5月30日（水）  開会 午後2時31分   散会 午後2時35分 

会議の内容 1 付託議案審査 14件（討論結了） 

   会派等の検討結果 

   自民，公明，国民，京都，維新，無：全て賛成 

   共産：議第70号，80号，81号，95号は反対，その他の議案は賛成 

   審議結果 

   表決の結果，議第70号，80号，81号，95号は挙手多数，その他の議案10件は

全会一致により全て可決することに決定する。 

 まちづくり委員会 

会議の日時 6月21日（木）  開会 午前10時02分  散会 午後4時24分 

会議の内容 1 陳情審査 

・陳情第135号 京都大学周辺の立て看板に対する指導の見直し等 

2 報告事項 
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 ・崇仁市営住宅下西団地更新棟（下中ブロック）の敷地の一部における鉛の検出

と対応について 

3 一般質問 

 ・都市計画局所管の大阪府北部地震に対する被害とその取組について 

 ・京阪電鉄の鳥羽街道駅のバリアフリー化について 

 ・嵯峨野地区における老人ホーム建設について 

 ・大阪府北部地震に係る危険ブロック塀等の改善事業の進捗状況について 

 ・地震発生時における市営住宅のエレベーターの停止について 

 ・ブロック塀の耐震化について 

 ・住宅セーフティネットについて  

 ・市営住宅の共益費の徴収問題について 

 ・大岩山におけるトラック通行問題について 

 ・大阪府北部地震を教訓としてどのように活かすかについて 

 ・民泊新法や改正旅館業法，市条例等について 

 ・大阪府北部地震における建設局所管施設の耐震，被害状況等について 

 ・高速道路の料金所新設に伴う勧進橋公園への影響について 

 ・側溝用水路の維持管理と安全対策について 

 ・土木事務所の災害体制について 

 ・七条通の拡幅整備について 

 まちづくり委員会 

会議の日時 7月26日（木）  開会 午前10時36分  散会 午後4時20分 

会議の内容 1 陳情審査 

 ・陳情第139号 米国の配車アプリ大手会社の日本進出反対の要請 

2 一般質問 

 ・大阪府北部地震，平成30年7月豪雨においてり災した市外被災者対象の市営住

宅の提供について 

 ・まちの匠の知恵を生かした京都型耐震リフォーム支援事業の対象枠の拡大につ

いて 

 ・ブロック塀等の安全対策，支援制度に係る取組について 

 ・河原町通の課題について 

 ・倒壊危険家屋の指導と是正について 

 ・公営住宅におけるペット飼養について 

 ・倒壊危険家屋の指導と是正について 

 ・「歩くまち・京都」総合交通戦略について 

 ・市営住宅の入居基準額，耐震改修工事後の空き部屋活用について 

 ・大岩山の土砂搬入工事に関する土砂災害について 

・公園のブロック塀対応について 

 ・奈良線の複線化による長岡踏切，第一御陵踏切の周辺整備について 

 ・平成30年7月豪雨に伴う建設局の体制，課題等について  

- 46 -



 ・平成30年7月豪雨に関する倒木対策について 

 ・広河原美山線の道路崩落への対応 

 ・建設局が管理するブロック塀の点検調査について 

 ・JR京都駅の線路をまたぐアンダーパス，バイパスの管理について 

 ・新十条東山トンネルの本市への移管について 

 

 産業交通水道委員会 

会議の日時 4月25日（水）  開会 午前10時02分  散会 午後5時41分 

会議の内容 1 理事者紹介と事務事業概要の説明（各局別） 

2 報告事項 

 ・「生産性向上特別措置法」による中小企業に対する支援措置への本市の対応に

ついて 

 ・「京都観光振興計画2020」に係る取組の追加・充実及び目標の修正について 

 ・京都市交通局市バス・地下鉄事業経営ビジョン検討委員会の第３回開催内容等

について 

3 一般質問 

 ・伝統産業の活性化について 

 ・MANGAナショナル・センターの誘致について 

 ・観光案内所について 

 ・京北の農業集落排水事業について 

 ・交通局の事故対策について 

 ・市バス・地下鉄一日乗車券の値下げ，市バス一日乗車券の値上げに関する動向

等について 

 ・近畿運輸局から交通局に対する行政処分について 

 ・市バス事業のバリアフリー化について 

4 特記事項 

  産業観光局に対する「生産性向上特別措置法」による中小企業に対する支援措 

置への本市の対応についての報告聴取の際，行財政局の理事者にも出席を求め， 

質疑を行った。 

 産業交通水道委員会 

会議の日時 5月25日（金）  開会 午前10時02分  散会 午後5時14分 

会議の内容 1 付帯議案審査 3件 

 ・議第72号  京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正 

 ・議第96号 京都市中央卸売市場第一市場整備工事（花屋町駐車場棟新築工

事）請負契約の変更 

 ・議第97号  京都市中央卸売市場第一市場整備工事（水産事務所棟等解体撤去

工事）請負契約の変更 

2 報告事項 
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 ・京都市中央卸売市場第一市場新水産棟整備に係る実施設計について 

 ・京都市中央卸売市場第二市場の土壌汚染対策法に係る区域指定について 

 ・南禅寺での刺激臭発生事案に係る本市委託事業との関連性等について 

 ・「水道施設維持負担金制度」の運用開始について 

 ・「地下鉄烏丸線車両の新造にかかるデザイン懇談会」の開催内容及び地下鉄烏

丸線新型車両のデザインコンセプト（案）について 

3 一般質問 

 ・国道162号線の災害復旧，林業振興等について 

 ・伝統産業振興について 

 ・京都市の宿泊施設拡充・誘致方針について 

 ・観光消費額の増加について 

 ・鴨川東岸線の計画による疏水の影響について 

 ・指定都市市長会の下水道施設の国庫負担金継続を求める提言について 

 ・市バス16系統について 

 ・民間バス支援について 

4 要求資料 

 ・鴨川東岸線の都市計画変更に伴う疏水路の断面縮小による影響について 

 産業交通水道委員会 

会議の日時 5月30日（水）  開会 午後2時32分  散会 午後2時35分 

会議の内容 1 付託議案審査 3件（討論結了） 

  会派等の検討結果 

自民，公明，国民，京都：全て賛成 

共産：議第97号は反対，その他の議案は賛成 

  審査結果 

   表決の結果，議第97号は挙手多数，その他の議案2件は全会一致により全て可

決することに決定する。 

 産業交通水道委員会 

会議の日時 6月8日（金）  開会 午前10時00分  散会 午後3時53分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・市バス運転士によるお客様への不適切な発言について 

 ・地下鉄東西線蹴上駅でのホームドア未開扉について 

2 要求資料 

 ・地下鉄駅関係職員の配置人員について 

3 特記事項 

  午前中に水道技術研修施設の実地視察を行い，午後から理事者報告を行った。 

 産業交通水道委員会 

会議の日時 6月22日（金）  開会 午前10時01分  散会 午後5時14分 
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会議の内容 1 報告事項 

 ・平成30年6月18日に発生した地震による上下水道施設の被害状況等について 

 ・平成30年6月18日に発生した地震による地下鉄・市バスの運行状況等について 

 ・「京都市交通局市バス・地下鉄事業経営ビジョン検討委員会」の第4回審議内

容及び新たな経営ビジョンの骨子案等について 

 ・交通事業施設マネジメント計画（案）について 

 ・「全国和装産地市町村協議会」全体会議の開催について 

2 一般質問 

 ・蹴上駅での列車運行とホームドアについて 

 ・大阪府北部地震による産業観光局所管施設における被害状況，観光客や修学

旅行生のキャンセル状況とその対策について 

3 要求資料 

 ・交通局所管の建築物について 

 ・長寿命化対象外の建築物について 

 ・烏丸線全線への可動式ホーム柵設置に係る事業費内訳について 

 ・地下鉄東西線蹴上駅でのホームドア未開扉事案の経過について 

 ・緊急時における駅職員業務委託事業者への指揮命令について 

 産業交通水道委員会 

会議の日時 7月27日（金）  開会 午前10時01分  散会 午後5時18分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・交通局施設におけるブロック塀の調査結果及び対応状況等について 

 ・法定検査時における地下鉄車両台車部品のひびの発見及び補修の完了について 

 ・「地下鉄烏丸線新型車両デザインコンセプト（案）」に対する意見募集の結果

及び第3回「地下鉄烏丸線車両の新造にかかるデザイン懇談会」の開催について 

 ・危険性のあるブロック塀への緊急対応について 

 ・職員の懲戒処分について 

 ・平成29年京都観光総合調査について 

2 一般質問 

 ・平成30年7月豪雨による農林水産等への被害について 

 ・観光客へのマナー啓発について 

 ・京都市わかもの就職支援センターについて 

3 要求資料 

 ・速やかに撤去・交換又は必要な補修を行うブロック塀（25箇所）への対応ス

ケジュール 
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■ 予算特別委員会 

 

 予算特別委員会 

会議の日時 5月21日（月）  開会 午前10時27分  散会 午前10時29分 

会議の内容 1 正副委員長の互選 

委 員 長  下 村 あきら 委員 

副委員長  山 本 恵 一 委員 

      北 山 ただお 委員 

      青 野 仁 志 委員 

      中 野 洋 一 委員 

      椋 田 隆 知 委員 

      樋 口 英 明 委員 

2 小委員会の設置 

  1個の小委員会を設置することを決定する。 

3 小委員会委員の選任 

  別記13のとおり選任することを決定する。 

4 審査日程 

  審査日程案（別記14）のとおりとする。 

 予算特別委員会小委員会 

会議の日時 5月21日（月）  開会 午前10時29分  散会 午前10時30分 

会議の内容 1 正副小委員長の互選 

小 委 員 長  山 本 恵 一 副委員長 

副小委員長  中 野 洋 一 副委員長 

2 審査日程   

審査日程案（別記14）のとおりとする。 

 予算特別委員会小委員会 

会議の日時 5月23日（水）  開会 午前10時02分  散会 午後2時00分 

会議の内容 1 付託議案審査（子ども若者はぐくみ局，教育委員会質疑） 

・議第68号 30年度一般会計補正予算 

・議第79号 京都市社会福祉奨学基金条例の一部を改正する条例の制定について 

2 要求資料 

  本市の児童養護施設入退所者の高等学校，大学等への進学率について 

予算特別委員会 

会議の日時 5月30日（水）  開会 午後3時04分  散会 午後3時06分 

会議の内容 1 付託議案審査 2件（討論結了） 

  会派等の検討結果 
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全委員：賛成 

  審査結果 

表決の結果，全会一致により全て可決することに決定する。 
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                 （別記13） 

 

予算特別委員会小委員会委員 

 

しまもと 京司 議員  寺 田 一 博 議員  西 村 義 直 議員 

橋 村 芳 和 議員  平 山 たかお 議員  みちはた 弘之 議員 

山 本 恵 一 議員  井 上 けんじ 議員  くらた 共 子 議員 

玉 本 なるみ 議員  西 野 さち子 議員  ほ り 信 子 議員 

山 本 陽 子 議員  国 本 友 利 議員  久 保 勝 信 議員 

大 道 義 知 議員  平 山 よしかず議員  天 方 浩 之 議員 

中 野 洋 一 議員  山 岸 たかゆき議員  江 村 理 紗 議員 

大 津 裕 太 議員  森 川   央 議員 

                              以上 23 名 
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(別記14) 

月 　日 参　　考

５月２３日（水） 　

２４日（木） 　

２５日（金） 　 (理事会）

２６日（土） ―（休日）―

２７日（日） ―（休日）―

２８日（月） (議員会）

２９日（火） (議員会）

３０日（水） 議運

３１日（木） 本会議委員長報告

　

予算特別委員会審査日程（案）

日　　　　　　　　　程

委員会(討論結了）

小委員会（子ども若者はぐくみ局，教育委
員会質疑）

小委員会審査内容報告作成配付

 

 

  

 

- 53 -



 

 

■ 委員の派遣 

 

常任委員会 

 

 文化環境委員会（他都市調査） 

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項 

7月11日（水） 

～13日（金） 

栃木県 ・河川活用発電サポート事業について 

豊島区 ・窓口業務委託について 

札幌市 ・市民交流プラザ 

出 張 議 員 

曽我修委員長（公），森田守副委員長（自），赤阪仁副委員長（共）， 

井上与一郎委員（自）（11日～12日），寺田一博委員（自）（12日～13日），

富きくお委員（自），井坂博文委員（共），森田ゆみ子委員（共）， 

青野仁志委員（公），山本ひろふみ委員（国），菅谷浩平委員（維）， 

豊田貴志委員（無），やまずまい子委員（無） 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

        栃木県庁                豊島区役所会議室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     札幌市市民交流プラザ 
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まちづくり委員会（実地視察） 

視 察 日 視察先又は視察事項 

6月7日（木） ・伏見西部地区土地区画整理事業（同事業の概要，進捗状況等について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伏見西部地区土地区画整理事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 55 -



 

 

 

 産業交通水道委員会（実地視察） 

視 察 日 視察先又は視察事項 

6月8日（金） ・水道技術研修施設（同施設の概要等） 

 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道技術研修施設 
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 産業交通水道委員会（他都市調査） 

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項 

7月11日（水） 

～13日（金） 

岡山市 ・「小規模企業・中小企業振興条例」に基づく振興対策について 

岡山県 ・CLT普及促進に向けた取組について 

福岡市 
・ICカード普及による利便性向上の取組について 

・訪日外国人客向け「手ぶら観光」の実証実験の取組について 

熊本市 ・下水汚泥固形燃料化事業の取組について 

出 張 議 員 

田中明秀委員長（自），平井良人副委員長（共）， 

かわしま優子副委員長（公），加藤昌洋委員（自），小林正明委員（自）， 

椋田隆知委員（自），北山ただお委員（共），西村善美委員（共）， 

山中渡委員（共）（11日），湯浅光彦委員，（公）， 田孝雄委員（公）， 

安井つとむ委員（国）（12日～13日），大津裕太委員（京） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       岡山市役所会議室         東和ハイシステム株式会社セミナーハウス

（岡山県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       福岡市役所会議室            熊本市南部浄化センター 
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■ 栄典・表彰関連 

名    称 氏       名 表 彰 日 備    考 

全国市議会議長会

議員特別表彰 

北 山 ただお 議員（共産） 

富   きくお 議員（自民） 

5 月 30 日 在職 35 年以上 

全国市議会議長会

議員表彰 

くらた 共 子 議員（共産） 

河 合 ようこ 議員（共産） 

山 岸 たかゆき議員（国民） 

隠 塚   功  議員（国民） 

樋 口 英 明 議員（共産） 

津 田 大 三 議員（自民） 

加 藤 あ い 議員（共産） 

5 月 30 日 在職 15 年以上 
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■ 異動関連 

 

 

1 会派の名称の変更 

民進党京都市会議員団から，5 月 15 日付けで会派の名称を「国民・みらい京都市会

議員団」に，略称を「国民・みらい市議団」に変更したとの届出があった。 

 

2 副議長の選挙 

5 月 21 日の本会議において，久保勝信副議長（公明）の辞職が許可されたことに伴

い，副議長の選挙が行われ，湯浅光彦議員（公明）が第 93 代副議長に就任した。 

 

3 議員の所属会派の変更 

山本ひろふみ議員から，7 月 26 日付けで国民・みらい京都市会議員団を離脱すると

の届出があった。 

 

4 市会運営委員の辞任及び補欠選任 

7 月 26 日，議長において，山本ひろふみ議員（国民）の市会運営委員の辞任が許可

され，中野洋一議員（国民）が同委員に指名された。 
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■ 議案処理一覧 

平成30年定例会（4月開会市会） 

1 市長提出議案 

自 共 公 民 京 維 無 無 無

民 産 明 進 都 新 ＊ ＊ ＊

1 2 3

4.24 4.27 報1 承認 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

付　帯

決議等

京都市市税条例の一部を改正する条例の制定について

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件　　　　　　名

審議

結果

 
（○×は議案に対する各会派の態度。○＝賛成，×＝反対） 

無＊1＝(大西ケンジ議員) 無＊2＝(豊田貴志議員) 無＊3＝(やまずまい子議員) 

 

平成30年定例会（5月市会） 

1 議員提出議案 
自 共 公 国 京 維 無 無 無

民 産 明 民 都 新 ＊ ＊ ＊

1 2 3

5.31 5.31 市会1
下水道施設の改築に係る国庫補助の継続に関する
意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市会議員全員

5.31 5.31 市会2
ヘルプマーク及びヘルプカードの更なる普及推進
を求める意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市会議員全員

5.31 5.31 市会3
日本年金機構の情報セキュリティー対策の見直し
を求める意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自民，公明，
国民，京都，
維新，無*1，
無*2，無*3

5.31 5.31 市会4
旧優生保護法による不妊手術の被害者救済を求め
る意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自民，公明，
国民，維新，
無*1，無*2，

無*3

5.31 5.31 市会5
地域材の利用拡大推進を求める意見書の提出につ
いて

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自民，公明，
国民，無*1，
無*2，無*3

5.31 5.31 市会6
地方財政の充実・強化を求める意見書の提出につ
いて

可決 ○ × ○ ○ × × ○ ○ ○
自民，公明，
国民，無*1，
無*2，無*3

5.31 5.31 市会7
環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ11）に関する意見
書の提出について

否決 × ○ × ○ × × × × × 共産

5.31 5.31 市会8
「働き方改革」一括法案から高度プロフェッショ
ナル制度の削除を求める意見書の提出について

否決 × ○ × ○ × × × × × 共産

5.31 5.31 市会9
生活保護基準の引下げを中止し，2013年以前の基
準に戻すことを求める意見書の提出について

否決 × ○ × ○ × × × × × 共産

5.31 5.31 市会10
京都市子ども医療費支給制度の拡充に関する決議
について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自民，公明，
国民，維新，
無*1，無*2，

無*3

5.31 5.31 市会11
子どもの医療費支給制度の拡充についての決議に
ついて

否決 × ○ × × ○ × × × × 共産

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件　　　　　　名

審議

結果

提　出

会派等

 
（○×は議案に対する各会派の態度。○＝賛成，×＝反対） 

無＊1＝(大西ケンジ議員) 無＊2＝(豊田貴志議員) 無＊3＝(やまずまい子議員) 
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2 市長提出議案 
自 共 公 国 京 維 無 無 無

民 産 明 民 都 新 ＊ ＊ ＊

1 2 3

5.17 5.31 議68 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議69 可決 ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議70 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議71 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議72 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議73 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議74 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議75 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

原案 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

修正案 否決 × ○ × × × × × × ×

5.17 5.31 議77 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議78 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議79 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議80 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議81 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議82 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議83 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議84 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議85 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議86 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議87 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議88 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議89 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議90 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議91 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議92 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議93 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議94 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議95 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議96 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.17 5.31 議97 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.21 5.21 議98 同意 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.21 5.21 議99 同意 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.31 5.31 諮1
可と

認める
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.31 5.31 諮2
可と

認める
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5.31 5.31 諮3
可と

認める
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案

番号

審議

結果

付　帯

決議等

議765.315.17

件　　　　　　名

平成30年度京都市一般会計補正予算

京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部を
改正する条例の制定について
京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部を
改正する条例の制定について
京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部を
改正する条例の制定について

提出

月日

議決

月日

京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部を
改正する条例の制定について

京都市市税条例等の一部を改正する条例の制定について

京都市個人市民税の控除対象となる特定非営利活動法人に
対する寄附金を定める条例の一部を改正する条例の制定に
ついて

京都市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

京都市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員，設備及び
運営の基準等に関する条例の一部を改正する条例の制定に
ついて

京都市旅館業法の施行及び旅館業の適正な運営を
確保するための措置に関する条例の一部を改正す
る条例の制定について

京都市社会福祉奨学基金条例の一部を改正する条例の制定
について
京都市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する
条例の一部を改正する条例の制定について
京都市空き家等の活用，適正管理等に関する条例の一部を
改正する条例の制定について
京都駅八条口旅客自動車待機場等条例の一部を改正する条
例の制定について
京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）都市計画
事業太秦東部地区第一種市街地再開発事業施行規程を廃止
する条例の制定について
京都市道路占用料条例の一部を改正する条例の制定につい
て

京都市里道管理条例の一部を改正する条例の制定について

京都市消防団員等公務災害等補償条例の全部を改正する条
例の制定について

京都市立小学校条例の一部を改正する条例の制定について

市道路線の認定について

市道路線の廃止について

向日市道路線の認定の承諾について

損害賠償の額の決定について

損害賠償の額の決定について

動産の取得について

通称を命名する権利の付与の対象とする施設について（京
都市宝が池公園運動施設フットサルコート）

京都市八条市営住宅団地再生事業実施契約の締結について

京都市中央卸売市場第一市場整備工事（花屋町駐車場棟新
築工事）請負契約の変更について
京都市中央卸売市場第一市場整備工事（水産事務所棟等解
体撤去工事）請負契約の変更について

京都市監査委員の選任について（繁　隆夫）

京都市監査委員の選任について（天方　浩之）

人権擁護委員の推薦について（瀬戸　孝章）

人権擁護委員の推薦について（渡邊　正子）

人権擁護委員の推薦について（大西　芳秀）
 

（○×は議案に対する各会派の態度。○＝賛成，×＝反対） 

無＊1＝(大西ケンジ議員) 無＊2＝(豊田貴志議員) 無＊3＝(やまずまい子議員) 

 

 

- 61 -



 

平成30年定例会（7月特別市会） 

1 議員提出議案 

自 共 公 国 京 維 無 無 無

民 産 明 民 都 新 ＊ ＊ ＊

1 2 3

7.26 7.26 市会12

大阪府北部を震源とする地震及び平成30年7月豪雨
の災害対応の検証と災害体制の再構築を求める決
議について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市会議員全員

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件　　　　　　名

審議

結果

提　出

会派等

 
（○×は議案に対する各会派の態度。○＝賛成，×＝反対） 

無＊1＝(大西ケンジ議員) 無＊2＝(豊田貴志議員) 無＊3＝(やまずまい子議員) 
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1 下水道施設の改築に係る国庫補助の継続に関する意見書 

   （5月31日可決，市会議員全員共同提案） 

2 ヘルプマーク及びヘルプカードの更なる普及推進を求める意見書 

  （5月31日可決，市会議員全員共同提案） 

3 日本年金機構の情報セキュリティー対策の見直しを求める意見書 

  （5月31日可決，自民，公明，国民，京都，維新，無，無，無共同提案） 

4 旧優生保護法による不妊手術の被害者救済を求める意見書 

  （5月31日可決，自民，公明，国民，維新，無，無，無共同提案） 

5 地域材の利用拡大推進を求める意見書 

  （5月31日可決，自民，公明，国民，無，無，無共同提案） 

6 地方財政の充実・強化を求める意見書 

  （5月31日可決，自民，公明，国民，無，無，無共同提案） 

7 環太平洋経済連携協定（TPP11）に関する意見書 

  （5月31日否決，共産提案） 

8 「働き方改革」一括法案から高度プロフェッショナル制度の削除を求める意見

書 

  （5月31日否決，共産提案） 

9 生活保護基準の引下げを中止し，2013年以前の基準に戻すことを求める意見書 

  （5月31日否決，共産提案） 

10 京都市子ども医療費支給制度の拡充に関する決議 

  （5月31日可決，自民，公明，国民，維新，無，無，無共同提案） 

11 子どもの医療費支給制度の拡充についての決議 

  （5月31日否決，共産提案） 

12 大阪府北部を震源とする地震及び平成30年7月豪雨の災害対応の検証と災害

体制の再構築を求める決議 

  （7月26日可決，市会議員全員共同提案） 

■ 意見書・決議 
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 市会議第１号 

 

下水道施設の改築に係る国庫補助の継続に関する意見書の提出について 

 

下水道施設の改築に係る国庫補助の継続に関する意見書を次のとおり提出する。 

 

平成３０年５月３１日提出 

 

                        提出者  市 会 議 員 全 員 

 

 

                             平成  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣，国土交通大臣 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

下水道施設の改築に係る国庫補助の継続に関する意見書 

 

 京都市では，昭和５年度に合流式下水道を採用して下水道事業に着手し，事業の拡張期であ

る昭和５０年代から平成初期にかけて整備の最盛期を迎え，平安建都１２００年に当たる平成

６年度に市街化区域の下水道整備を概成した。これにより敷設された管路等は，順次，標準耐

用年数を迎え，その改築・更新のための財源確保が大きな課題となっている。 

 一方で，節水型社会の定着や人口減少等に伴う水需要の減少により，財政状況は厳しさを増

している。このため，京都市では，今後１０年間の取組をまとめた経営ビジョンを平成３０年

３月に策定し，厳しい経営環境においても着実に事業を推進するため，更なる経営効率化を図

ることとしている。 

 このような中，国の財政制度等審議会において，下水道事業に対する国の財政支援は「受益

者負担の原則」と整合的なものに見直すことが必要であり，汚水施設の改築は原則として使用

料で賄うべきとの趣旨の提言がなされた。これを受けた国の平成３０年度予算では，国庫補助

が未普及の解消と雨水対策に重点配分されたところである。 

 これにより，今後，老朽化した合流式下水道を含む汚水に係る施設の改築への国庫補助が削

減され，又は廃止されることとなれば，下水道使用料の増額改定や一般会計繰入金の増額によ

り必要な財源を賄わざるを得ず，極めて深刻な状況であると受け止めている。 

 下水道は高い公共性を有する社会資本であり，水質汚濁防止法にも国の責務が明示されてい

る。また，その国庫補助は，地方財政法上，国が義務的に支出する負担金として整理されると

ともに，下水道法において，施設の設置に加えて改築についても国庫補助の対象とされている。 

 京都市の下水道は，市民生活を支える重要な都市基盤であるだけでなく，琵琶湖・淀川水系

の中流域に位置し，下流域に位置する都市で暮らす１，１００万人の水道水源の保全や，閉鎖

性水域である大阪湾，瀬戸内海の水環境の保全を図るうえでも重要な役割を担っている。こう

した下水道を支える国の責務は，新設時も改築時も変わるものではなく，今後も国の支援が不

可欠である。 

 よって国におかれては，下水道事業の継続的かつ計画的な遂行により，将来にわたり，市民

の命を守り，快適な暮らしを支えるとともに，公共用水域の水質を保全することができるよう，

下水道施設の改築に係る国庫補助を継続するよう，強く求める。 
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 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第２号 

 

ヘルプマーク及びヘルプカードの更なる普及推進を求める意見書の提出について 

 

 ヘルプマーク及びヘルプカードの更なる普及推進を求める意見書を次のとおり提出する。 

 

平成３０年５月３１日提出 

 

                        提出者  市 会 議 員 全 員 

 

 

                             平成  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，厚生労働大臣 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

ヘルプマーク及びヘルプカードの更なる普及推進を求める意見書 

 

 義足や人工関節を使用している方，内部障がいや難病の方又は妊娠初期の方など外見からは

容易に判断が難しいハンディのある方が，周囲に援助や配慮が必要であることを知らせるヘル

プマーク及びそのマークを配したヘルプカードについては，平成２４年に作成・配布を開始し

た東京都をはじめ，導入を検討・開始している自治体が増えている。特に昨年７月に，ヘルプ

マークが日本工業規格（ＪＩＳ）として追加され，国としての統一的な規格となってからは，

その流れが全国へと広がっている。 

このヘルプマーク及びヘルプカードについては，援助や配慮を必要とする方が所持・携帯し

ていることはもちろんのこと，周囲でそのマークを見た人が理解していないと意味を持たない

ため，今後は，その意味を広く国民全体に周知し，思いやりのある行動を更に進めていくこと

が重要となる。 

京都市では，市バス・地下鉄においてステッカーなどにより啓発を進めるとともに，消防局

がいわゆる災害時避難困難者を対象とした安心カードを配布しているが，保健福祉局が推進す

るヘルプマーク事業と融合するべく検討を重ね，京都市版ヘルプカードを導入する方針を明ら

かにしたところである。 

しかし，国民全体における認知度はいまだ低い状況にある。また，公共交通機関へのヘルプ

マークの導入など，課題も浮き彫りになってきているところである。 

よって国におかれては，心のバリアフリーであるヘルプマーク及びヘルプカードの更なる普

及推進を図るため，下記の事項について取り組むことを強く求める。 

 

記 

 

１ 「心のバリアフリー推進事業」など，自治体が行うヘルプマーク及びヘルプカードの普及

や理解促進の取組に対しての財政的な支援を今後も充実させること。 

２ 関係省庁のホームページや公共広告の活用に加え，ＮＰＯや民間事業者の協力も得なが

ら，国民への更なる情報提供や普及，理解促進を図ること。 

３ 鉄道事業者など，自治体間をまたがる公共交通機関では，ヘルプマーク導入の連携が難し

い状況にあるため，全国に広く普及するよう，国が主体となって推進すること。 
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 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第３号 

 

日本年金機構の情報セキュリティー対策の見直しを求める意見書の提出について 

 

日本年金機構の情報セキュリティー対策の見直しを求める意見書を次のとおり提出する。 

 

平成３０年５月３１日提出 

 

                  提出者  市会議員 井上 与一郎 ほか４８名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ， 

                       国民・みらい市議団，京都党市議団， 

                       日本 維新 の 会市 議団 ， 無所 属 ( 大 西 )， 

無所属（ 豊 田 ），無所属（ や ま ず ） 

 

 

                             平成  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，厚生労働大臣 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

日本年金機構の情報セキュリティー対策の見直しを求める意見書 

 

 日本年金機構がデータの入力を委託した株式会社ＳＡＹ企画の入力漏れと入力誤りにより

本年２月支払時の源泉徴収額に誤りが発生した。しかも，当事業者は契約違反である再委託ま

で行っていた。日本年金機構は，平成２７年５月にもサイバー攻撃を受けて個人情報の流出問

題を起こしている。 

莫大な個人情報を管理する機関が二度にわたって情報に関わる問題を引き起したことは，年

金制度や個人情報保護制度の信頼を損ねる重大な問題である。複雑化した年金制度を正確かつ

公正に運営しなければならない日本年金機構は，信頼の回復のために情報セキュリティー対策

を抜本的に見直すべきである。 

よって国におかれては，日本年金機構に対し下記の点を強く指導するとともに，その対応を

十分に点検することを求める。 

 

記 

 

１ 外部有識者の調査組織により，本事案の業務プロセスを徹底的に検証すること。 

２ 委託業者の作業の進捗管理の手法や納品物の検証・監査体制を確立すること。 

３ 日本年金機構が保有する氏名，生年月日，住所，電話番号等の個人情報の保護の在り方を

再検討すること。 

 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第４号 

 

旧優生保護法による不妊手術の被害者救済を求める意見書の提出について 

 

旧優生保護法による不妊手術の被害者救済を求める意見書を次のとおり提出する。 

 

平成３０年５月３１日提出 

 

                  提出者  市会議員 井上 与一郎 ほか４４名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ， 

                       国民・みらい市議団，日本維新の会市議団， 

                       無所属(大 西 )，無所属（ 豊 田 ），無所属（ や ま ず ） 

 

 

                             平成  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，厚生労働大臣 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

旧優生保護法による不妊手術の被害者救済を求める意見書 

 

 昭和２３年に施行された旧優生保護法は，知的障がいや精神疾患を理由に本人の同意がなく

ても不妊手術を認めていた。同法は平成８年に，障がい者差別に該当する条文を削除して母体

保護法に改正された。 

厚生労働省によると，旧法の下で不妊手術を受けた障がい者らは約２５，０００人であり，

このうち，本人の同意なしに不妊手術を施されたのは１６，４７５人であると報告されている。 

京都府下では，旧法に基づき不妊手術をしていた個人として１３名が判明し，京都府は，こ

の５月２２日から「府優生保護相談ダイヤル」を設け，相談に応じている。 

本人の意思に反して手術が施されたとすれば，人権上問題がある。また，同様の不妊手術を

行っていたドイツやスウェーデンでは，当事者に対する補償等の措置が講じられている。旧法

の下で不妊手術を受けた障がい者らの高齢化が進んでいることを考慮すると，我が国において

も早急な救済措置を講じるべきである。 

よって国におかれては，以下の事項を速やかに実施することを求める。 

 

記 

 

１ 国は，速やかに旧優生保護法に基づく不妊手術の実態調査を行うこと。 

２ その際，都道府県の所有する「優生保護審査会」の資料などの保全を図るとともに，資料

の保管状況の調査を行うこと。あわせて，個人の特定ができる資料について，当事者の心情

に配慮しつつ，できる限り幅広い範囲で収集することができるよう努めること。 

３ 旧法の改正から２０年以上が経過しており，関係者の高齢化が進んでいることから，的確

な救済措置を一刻も早く講じること。 

 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第５号 

 

地域材の利用拡大推進を求める意見書の提出について 

 

 地域材の利用拡大推進を求める意見書を次のとおり提出する。 

 

平成３０年５月３１日提出 

 

                  提出者  市会議員 井上 与一郎 ほか４０名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ， 

                       国民 ・み ら い市 議団 ， 無所 属 ( 大 西 )， 

                       無所属（ 豊 田 ），無所属（やまず） 

 

 

                             平成  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，農林水産大臣，国土交通大臣， 

林野庁長官 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

地域材の利用拡大推進を求める意見書 

 

 戦後造成した人工林が本格的な利用期を迎える中，山林に広がる豊富な森林資源を循環利用

し，林業の成長産業化を実現するためには，地域材の安定供給体制の構築に加え，新たな木材

需要の創出を図ることが重要である。 

 このため，「新たな森林管理システム」の下で意欲と能力のある経営体に森林の経営・管理

を集積・集約化し，木材を低コストで安定的に供給するための条件整備，木材産業の競争力強

化，木材利用拡大のための施設整備など，川上から川下までの取組を総合的に推進する必要が

ある。 

 本市においては，みやこ杣木の出荷，木質ペレットの生産，環境性能重視型舗装材ブロック

「ウィードロック」の活用などを進めるとともに，持続可能な森林整備を進めるため，「大規

模集約型林業モデル事業」の試行実施も始められたところである。 

 また，低層公共建築物の６割以上を占める民間部門が主導する公共建築物の木造化・木質化

や，「地域内エコシステム」構築による木質バイオマス等のエネルギー利用などを進める必要

がある。 

 よって国におかれては，下記の項目を実現するよう強く求める。 

 

記 

 

１ 森林のない都市における公共建築物の木造化・内装木質化への森林環境譲与税（仮称）の

活用に当たって，地方公共団体における基金化や森林のある都市などの森林地域との連携に

よる木材供給などの取組が円滑に進められるよう，情報提供や助言等を積極的に行うこと。 

２ 公共建築物の整備に関する関係省庁の補助事業において，木材利用を行う施設に係る補助

率のかさ上げ，基準単価の見直し，優先採択等の取組を推進すること。 

３ 中高層，中大規模の木造公共建築物が都市部を含めて普及するよう，ＣＬＴ（直交集成板） 

 や木質耐火部材等の新たな木質部材に関する技術開発や人材育成に対する支援の拡充を図 
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ること。 

４ 病院や介護施設，保育園，学校等を経営する民間事業者が，施設整備に当たって，木材を

積極的に利用するようになることが重要であり，このため，木材が持つ調湿機能やリラック

ス効果，衝撃吸収性などの特性を周知するとともに，それぞれの施設における効果的で望ま

しい木材利用の在り方について経営者，設計者，デザイナー，施行者等が参画して検討・検

証を行う取組を進めること。 

５ 木材製品を安定的・効率的に供給するために，木材加工流通施設を整備するとともに，木

材利用を拡大するために，発電利用や熱利用で活用することができる木質バイオマス利用促

進施設を整備し，木材産業の競争力強化を図ること。 

 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第６号 

 

地方財政の充実・強化を求める意見書の提出について 

 

地方財政の充実・強化を求める意見書を次のとおり提出する。 

 

平成３０年５月３１日提出 

 

                  提出者  市会議員 井上 与一郎 ほか４０名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ， 

                       国民・みらい市議団，無所属 （ 大 西 ） ， 

                       無 所 属 （ 豊 田 ），無 所 属 （ や ま ず ） 

 

 

                             平成  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

地方財政の充実・強化を求める意見書 

 

 地方自治体は，子育て支援策の充実と保育人材の確保，高齢化が進行する中での医療・介護

などの社会保障への対応，地域交通の維持など，果たす役割が拡大する中，人口減少対策を含

む地方版総合戦略の実行やマイナンバー制度への対応，大規模災害を想定した防災・減災事業

の実施など，新たな政策課題に直面している。 

 また，地方公務員をはじめ，公的サービスを担う人材が限られる中で，人材確保を進めると

ともに，これに見合う地方財政の確立を目指す必要もある。 

必要な公共サービスを提供するため，財源面を担保することが地方財政計画の役割であるこ

とから，平成３１年度の政府予算と地方財政の検討に当たっては，歳入・歳出を的確に見積も

った中での確立が必要である。 

 よって国におかれては，下記の事項の実現を求める。 

 

記 

 

１ 社会保障，災害対策，環境対策，地域交通対策，人口減少対策など，増大する地方自治体  

の財政需要を的確に把握し，これに見合う地方一般財源総額の確保を図ること。 

２ 子ども・子育て支援，地域医療の確保，介護支援の充実，生活困窮者への自立支援，国民

健康保険など，社会保障のニーズへの対応と人材を確保するための社会保障予算の確保及び

地方財政措置を的確に行うこと。 

３ 住民の命と財産を守る防災・減災事業において，自治体庁舎をはじめ，公共施設の耐震化

や緊急防災・減災事業の対象事業の拡充と十分な期間の確保を行うこと。また，人口増減で

の自治体の行財政運営に支障が生じないよう，地方交付税の算定の在り方を引き続き検討す

ること。 

４ 地域間での財源の偏在性を是正するため，偏在性の小さい所得税・消費税を対象に国税か

ら地方税への税源移譲を行うなど，抜本的な解決策の協議を進め，同時に各種税制の廃止や

減税の検討の際は，自治体財政に与える影響を十分に検証したうえで，代替財源の確保をは 
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じめ，財政運営に支障が生じることがないよう対応を図ること。 

５ 地方交付税の原資の確保は，臨時財政対策債に過度に依存せず，対象の国税４税（所得税・

法人税・酒税・消費税）への法定率の引上げを行うこと。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第７号 

 

環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ１１）に関する意見書の提出について 

 

環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ１１）に関する意見書を次のとおり提出する。 

 

平成３０年５月３１日提出 

 

                    提出者  市会議員 赤阪 仁 ほか１７名 

                         （ 日 本 共 産 党 市 議 団 ） 

 

 

                             平成  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，外務大臣，農林水産大臣， 

経済産業大臣， 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ１１）に関する意見書 

 

 環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ１１）の承認案が国会を通過しようとしているが，米国抜き

のＴＰＰ協定承認案は僅か６時間ほどの審議で衆議院を通過し，農業や関係者の不信と不安を

一段と高めている。 

 京都府が公表している農林水産物へのＴＰＰ協定の影響は約２０億円としており，京都市の

特産物である野菜類が最も高い影響額となっている。京都市は中小企業の街であり，企業や地

域経済への影響は計り知れない。 

 さらに，ＴＰＰ協定を承認した場合の影響も十分示されておらず，国内農産物への支援対策

など，国の対策も十分図られていない。 

 よって国におかれては，ＴＰＰ協定を推進しないよう求める。 

 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第８号 

 

「働き方改革」一括法案から高度プロフェッショナル制度の削除を求める意見書の

提出について 

 

 「働き方改革」一括法案から高度プロフェッショナル制度の削除を求める意見書を次のとお

り提出する。 

 

平成３０年５月３１日提出 

 

                    提出者  市会議員 赤阪 仁 ほか１７名 

                         （ 日 本 共 産 党 市 議 団 ） 

 

 

                             平成  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，厚生労働大臣，農林水産大臣 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

「働き方改革」一括法案から高度プロフェッショナル制度の削除を求める意見書 

 

 政府・与党は，衆議院において「働き方改革」一括法案を強行採決した。データのねつ造な

どで法案提出の根拠が総崩れし，過労死の促進という危険な中身も浮き彫りになる中での暴挙

である。 

 一括法案にある高度プロフェッショナル制度，いわゆる残業代ゼロ制度は，「定額働かせ放

題」で長時間労働や過労死を助長する制度である。過労死遺族からも強い批判が出されており，

「働かせ方改悪」法案であることは明らかである。 

 「働き方改革」議論の出発点となった労働時間データは，ねつ造疑惑の中でデータが２割も

削除されただけでなく，法案を強行採決した後になって新たなデータの不正も明らかになって

いる。データのねつ造疑惑の原因究明も，高度プロフェッショナル制度の対象者を検討するデ

ータとなる裁量労働制の再調査も，これからである。 

 高度プロフェッショナル制度は導入すべきでなく，サービス残業の根絶，実効性のある残業

規制を行うことこそ必要である。 

 よって国におかれては，「働き方改革」一括法案から高度プロフェッショナル制度を削除す

べきである。 

 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第９号 

 

生活保護基準の引下げを中止し，２０１３年以前の基準に戻すことを求める意見書

の提出について 

 

生活保護基準の引下げを中止し，２０１３年以前の基準に戻すことを求める意見書を次のと

おり提出する。 

 

平成３０年５月３１日提出 

 

                    提出者  市会議員 赤阪 仁 ほか１７名 

                         （ 日 本 共 産 党 市 議 団 ） 

 

 

                             平成  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，厚生労働大臣 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

生活保護基準の引下げを中止し，２０１３年以前の基準に戻すこと 

を求める意見書 

 

 厚生労働省が実施した，２０１３年度からの平均６．５パーセントの生活保護基準額の引

下げと，２０１５年度の住宅扶助費の引下げ及び冬季加算の削減により，生活保護世帯の生

活は厳しさを増している。しかし，その影響についての調査もされないまま，厚生労働省は，

２０１８年１０月に更なる生活保護基準額の引下げを実施しようとしている。 

 京都市では，２０１３年度からの引下げにおいて，保護費の削減に納得できず，京都府に

対する不服審査請求が，２０１３年度には４４３件，２０１４年度は３０２件，２０１５年

度は３２６件提出されている。 

 生活保護基準額の引下げについては，常に国民の命や暮らしに向き合っておられる日本ソ

ーシャルワーカー連盟や日本弁護士会から，引下げに反対する緊急声明がそれぞれ出されて

いる。今回の引下げの考え方は，生活保護基準を第１・十分位層（所得を１０に分けた下位

１０パーセントの階層）の消費水準に合わせるものである。厚生労働省が公表した資料によ

っても，生活保護の捕捉率は２割ないし３割程度であると推測され，第１・十分位層の中に

は，生活保護基準以下の生活を余儀なくされている人が多数存在している。 

 さらに，生活保護基準は多様な政策に連動しており，その引下げは国民生活全般に大きな

影響を及ぼすものである。 

 よって国におかれては，生活保護基準の引下げを中止し，２０１３年以前の基準に戻すこ

とを強く求める。 

 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第１０号 

 

京都市子ども医療費支給制度の拡充に関する決議について 

 

京都市子ども医療費支給制度の拡充に関する決議を次のとおり提出する。 

 

平成３０年５月３１日提出 

 

                  提出者  市会議員 井上 与一郎 ほか４４名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ， 

                       国 民 ・ み ら い 市 議 団 ， 

                       日本維新の会市議団，無所属 （ 大 西 ） ， 

                       無所属（豊田），無所属（やまず） 

 

 

京都市子ども医療費支給制度の拡充に関する決議 

 

 子ども医療費支給制度は，子どもを持つ家庭の負担を少しでも軽減し，子どもが健やかに生

まれ育つ環境づくりを進めるため，国による補助制度がない中，平成５年の創設以来，府市の

首長と議会とが思いを一つにしながら取組を進めてきたことにより，これまで７回にわたって

制度の拡充が図られてきた。 

 一方，本市の財政状況は依然として厳しい状態が続いており，この間，未来の京都を見据え

た成長戦略と徹底した財政構造改革を行いながら，必要な予算の確保に取り組んできた経過が

ある。 

 このような状況を背景に，平成２４年２月市会では，限られた財源を重点的に配分すること

で，現実的かつ計画的な制度の拡充に努めるとともに，全国一律の制度を創設するよう国に求

めること等を決議したところである。 

 一部には，いたずらに巨額の財政支出を伴う事業の拡大を求める声もあるが，未来の京都の

子どもたちのため，真に持続可能な制度とすることが必要である。 

 よって京都市においては，新たに西脇知事が首長となった京都府と，現場レベルとトップ同

士の双方で綿密に協議を行い，対象年齢や自己負担額等あらゆる観点から検討することによ

り，平成３１年度中に更なる拡充を実現し，子育て世帯の医療費の負担の軽減を図ること。ま

た，国に対しては，改めて，子ども医療費支給制度について，国の責任における全国一律の制

度の創設を求めること。 

 

 以上，決議する。  

 

    年  月  日 

 

京 都 市 会   
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市会議第１１号 

 

子どもの医療費支給制度の拡充についての決議について 

 

 子どもの医療費支給制度の拡充についての決議を次のとおり提出する。 

 

平成３０年５月３１日提出 

 

                    提出者  市会議員 赤阪 仁 ほか１７名 

                         （ 日 本 共 産 党 市 議 団 ） 

 

 

 

 

子どもの医療費支給制度の拡充についての決議 

 

 子どもの医療費支給制度の拡充は，子育て世代をはじめ市民の強い要望である。 

 現在，京都府・京都市において，子どもの医療費は，入院については，中学校卒業まで月２

００円となっているが，通院については，３歳未満は２００円，３歳以降は３，０００円を超

えた医療費について支給する制度となっている。京都市以外の府内の自治体では，府の制度に

自治体独自の上乗せ支給が行われており，本市においても自己負担の軽減を求める声は大き

い。 

 子どもの医療費支給制度の拡充は市長の公約であり，「平成３１年度中に拡充する」と表明

している。府知事もまた，「子どもの医療費支給は拡充の余地がある」と発言されている。 

 よって京都市においては，京都府と協力し，全ての子どもを対象とした医療費支給制度の更

なる拡充を一刻も早く行うこと。 

 

 以上，決議する。 

 

    年  月  日 

 

  京 都 市 会   
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市会議第１２号 

 

大阪府北部を震源とする地震及び平成３０年７月豪雨の災害対応の検証と災害体制

の再構築を求める決議について 

 

大阪府北部を震源とする地震及び平成３０年７月豪雨の災害対応の検証と災害体制の再構築

を求める決議を次のとおり提出する。 

 

平成３０年７月２６日提出 

 

                        提出者  市 会 議 員 全 員 

 

 

大阪府北部を震源とする地震及び平成３０年７月豪雨の災害対応の検証と 

災害体制の再構築を求める決議 

 

 この度の平成３０年７月豪雨は，広島県，岡山県，愛媛県を中心に，西日本において数多く

の尊い命が失われるなど，未曾有の大災害をもたらし，京都市においても建物や道路，農地，

林道などに多数の被害が発生した。 

 ここに，犠牲となられた方々に深甚なる哀悼の意を表するとともに，御遺族並びに罹災され

た方々に衷心よりお見舞い申し上げる。 

 近年，甚大な被害をもたらす大規模災害が頻発しており，豪雨災害は，京都に甚大な被害を

もたらした平成２５年の台風１８号による大雨をはじめ，平成２７年９月の関東・東北豪雨，

平成２８年８月の北海道・東北豪雨，平成２９年７月の九州北部豪雨と毎年のように発生して

いる。また，大地震についても，去る６月の大阪府北部を震源とする地震，平成２８年の熊本

地震が発生しており，今後，京都市においても，花折断層等を起因とする地震が想定されてい

る。 

 よって，京都市は，大阪府北部を震源とする地震及び平成３０年７月豪雨の災害対応を早急

に検証し，市民や現場に関わった方々の声を踏まえ，災害体制を速やかに再構築することを求

める。 

 

 以上，決議する。  

 

    年  月  日 

 

京 都 市 会   
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■ 請願審査結果 

（平成30年7月26日現在） 

 教育福祉委員会 

受理番号 件名 受理年月日 処理結果 

56 
簡易宿所営業の指導 

（右京区太秦安井東裏町） 
30.7.18 30.7.26継続審査 

57 中学校給食について再検討する委員会の設置 30.7.18 30.7.26継続審査 

 まちづくり委員会 

受理番号 件名 受理年月日 処理結果 

47 
歴史的建造物周辺の通り（参道等）の選定の

取消し 
30.2.13 

30.4.25審議未了 

（委員会査定） 

54 眺望景観創生条例改正案の見直し 30.2.20 
30.4.25審議未了 

（委員会査定） 

55 眺望景観創生条例改正案の見直し 30.2.20 
30.4.25審議未了 

（委員会査定） 
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（平成30年7月26日現在） 

区 分 

受 理 件 数 処 理 件 数 

継続 

陳

情

受

理

件

数 

繰越し 新 計 採択 不採択 
審議 

未了 
取下げ 計 

総務消防委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

文化環境委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

教育福祉委員会 0 2 2 0 0 0 0 0 2 11 

まちづくり委員会 3 0 3 0 0 0 0 0 3※ 2 

産業交通水道委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 3 2 5 0 0 0 0 0 5 16 

※4月25日のまちづくり委員会で審議未了と査定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 請願等受理及び処理件数一覧 
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■ 特記事項 

 

台南市議会と友好交流協定を締結 

 6 月 13 日に台湾の台南市議会の頼美恵（ライミエ）議長をはじめとする議員の皆様方が京都

市会を訪問され，両市議会間の友好交流協定を締結した。今回の交流協定の締結を契機に，市

民同士の交流の輪を広げ，相互理解を深めることで両市の発展につなげていく。 

 

初の試みである市会議場一般公開を実施 

 6 月 14 日から 6 月 16 日までの 3 日間及び 7 月 30 日から 8 月 1 日までの 3 日間の計 6

日間の見学で，合計 1,081 名の方が市会議場を見学した。 

 

 

 

- 82 -



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発 行  京都市会事務局調査課 

 

TEL ０７５－２２２－３６９７ 

FAX ０７５－２２２－３７１３ 

 

 


